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　謹んで新春のお慶びを申し上げます。
　昨年の干支である「酉」はもともと作物
が成熟し収穫できる状態を表す語であ
り、これに続く「戌」は実った作物を「戈」
で刈り取って「一」まとめにくくることが語
源とされます。これまでの努力が実を結
び、その成果を束ね上げて次のステージ
へと進む――ファーウェイにとっても、皆
様にとっても、ビジネスやイノベーション
が新たな段階へとシフトする飛躍の1年と
なることを願っております。

　ICTが産業と社会にデジタル変革を

起こすなか、昨年はIoTがコンセプトの
段階から検証を経て多くの商用化事例
へと結実し、ファーウェイが目指す「より
“つながった”世界」が着々と現実のもの
になりつつあることが実感されました。
　IoTを実現するための主要な通信規格
の1つであるNB-IoTは、2016年に3GPP

での標準化が完了し、昨年はリリース14

として通信速度がさらに強化された規格
も策定されました。NB-IoTの標準化にお
いて早くから中心的な役割を果たしてき
たファーウェイは、現在世界各地でその
商用展開に向けて通信事業者や産業
パートナーとの協業に取り組んでいます。
すでに20か国で30以上の商用NB-IoT

ネットワークが稼働しており、スマートメー
ターやスマートパーキング、スマート製造
など、多様なIoTアプリケーションを支え
るインフラとして活用が進んでいます。
　このような産業向けソリューションでは
各業界の課題やニーズに合わせたカスタ
マイズが求められるため、お客様やパート
ナーとの密接な協業とエコシステムの構築
がとりわけ重要になります。そのプラット
フォームとなるのが、世界で20か所以上に
開設しているオープンラボです。昨年9月に
は日本でもファーウェイ・ジャパンの東京・
錦糸町オフィス内にNB-IoTオープンラボを
開設し、10月に発表した愛知時計電機と
のスマートメーターにおける協業（P29参
照）をはじめ、さまざまな業界の企業の皆
様とNB-IoT活用の可能性を探っています。

　あらゆるモノがつながった世界では、
常時やりとりされる大量のデータを遅延
なく送受信できるネットワークがこれまで
以上に不可欠なものとなります。ファー
ウェイは昨年も5Gの商用化に向けて着
実に歩みを進めてきました。5Gを可能に
するさまざまな要素技術の検証を行って
きたほか、自動運転や遠隔運転、超高精
細映像伝送などの5Gユースケースの
フィールドトライアルも成功させていま
す。日本でもNTTドコモやソフトバンクと
の共同検証を実施してきましたが、昨年
はその成果をイベントなどで日本の皆様
に披露する機会も多くありました。

　2012年から日本市場での本格展開を
開始した法人向けICTソリューション事
業は一歩ずつ成長を続け、インターネッ
ト企業やコンテンツプロバイダーなどを
中心に、サーバーやストレージの大規模
な採用事例も増えてまいりました。チャ
ネルパートナーは20社以上にのぼり、お
かげさまで多くのお客様にファーウェイ
製品の優位性についてご理解いただけ
るようになりました。最近では、製造業
向けH P C（ハイパフォーマンスコン
ピューティング）ソリューションや金融向
けクラウドソリューションなど、より幅広
い分野で実績を上げ始めています。

　端末事業においても、昨年は次世代へ

のシフトが感じられる1年でした。Leicaと
共同開発したダブルレンズカメラで話題
を呼んだ『HUAWEI P9』に続き、昨年は
カメラ機能をさらに進化させ、Leicaレン
ズをインカメラにも搭載した『HUAWEI 

P10』で、スマートフォンによる写真撮影
に変革をもたらしました。また、グローバ
ルで10月に発表されたスマートフォン
『HUAWEI Mate 10』『HUAWEI Mate 

10 Pro』（後者は日本でも12月に発売、
P26参照）は、AIチップセットを搭載した、
スマートフォンの未来を指し示す製品で
す。この先、モバイル端末はますますイン
テリジェントなものになり、ユーザーに対
する理解に基づいた、より優れた体験を
もたらすことでしょう。
　日本市場ではSIMフリースマートフォン
という新たな選択肢の拡大にも貢献し、
昨年12月には家電量販店の実売データ
に基づく「BCNランキング」で『HUAWEI 

P10 lite』がスマートフォン全体の機種別
ランキングの1位にランクインするなど、ス
マートフォン市場の風景を大きく塗り替
えました。

　このように実り多い1年を終えることが
できたのは、ともにイノベーションを推進
し、価値を生み出してきたお客様やパー
トナーの皆様のご支援があってこそで
す。2018年も、皆様と成功を分かち合
い、新たな探究を続けながら、さらなる
前進を目指してまいる所存です。

すべてがつながった未来へと
さらに一歩踏み出す前進の年に

華為技術日本株式会社
代表取締役社長

王 剣峰 （ジェフ・ワン）
ワン　　ジェン   フォン
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社会を
変えるV R

ゲームだけじゃない！

F E A T U R E
S T O R Y

安心して死んでいける
住まいを作る

認知症がある人は
「困らせる人」ではなく
「困っている人」

株式会社シルバーウッド

父親の経営する鉄鋼会社に勤務していた
下河原忠道氏が、米国で薄板を用いたス
チールフレーミング工法を学び、帰国後の
2000年に同社を設立。耐震・耐火・耐久性
などの性能を維持しながら建築費の削減を
実現するスチールパネル工法を自社開発
し、国土交通省より大臣認定を受ける。高
齢者向け賃貸住宅の建築に商機を見出し、
国内で市場を開拓するうちに自社で運営ま
で手がけてはどうかという顧客からの提案
を受け、2011年7月にサービス付き高齢者
向け住宅『銀木犀＜鎌ヶ谷＞』を開設。現
在、千葉県を中心に8つのサービス付き高
齢者向け住宅と2つのグループホームを運
営する。2017年にVR事業部を立ち上げ、
認知症VRコンテンツの制作を開始した。
2015年に銀木犀がアジア太平洋高齢者ケ
アイノベーションアワードの高齢者介護住
宅部門で、2017年に認知症VRが同アワー
ドのスマートケアテクノロジー（サービス）部
門で最優秀賞を受賞。

ぎんもくせい

IDCによれば、2017年のVR（仮想現実）、AR（拡張現実）
ハードウェア・ソフトウェア・関連サービスの市場規模は
114億米ドル（約1兆2,768億円※）に達し、2021年には
2,150億米ドル（約24兆800億円※）まで成長すると見込ま
れています。この成長を牽引するのは、VR／ARの最大の
市場であるゲームや、小売業における展示用VR／ARで
す。スマートフォンや家庭用ゲーム機で楽しめるVRゲー
ムのほか、イベントや店頭などでVRを体験する機会も多
くなってきました。
一方、製造業や教育、医療といった分野でのVR／AR活
用も今後の拡大が期待されています。現場での実施が物
理的に、あるいはコスト面で難しい実験やトレーニングに

おいて、バーチャルな体験を提供できるVRには大きなポ
テンシャルがあります。
そうしたエンターテイメントを超えるVRの可能性をさらに
追求し、他者の視点を体感することで社会課題を解決し
ようという取り組みも生まれています。建材の販売や建物
の設計・施工を祖業とし、現在は高齢者向け住宅の運営
も手がける株式会社シルバーウッドは、2017年にVR事
業部を立ち上げ、認知症がある人の生きる世界をVRで
体験できるコンテンツの制作を開始しました。「VRには世
界を変える力がある」と語る同社代表取締役の下河原忠
道氏に、VR事業にかける想いとこれからのビジョンにつ
いてうかがいました。

編集部：建築会社でありながら、高齢者
向け賃貸住宅の運営を手がけるように
なったのはどのような経緯だったので
しょうか。
下河原氏：当初は、高齢者向け賃貸住
宅市場は今後成長するだろうという程度
の認識しかありませんでした。日本には
設備はきれいでも、高齢者の自立した生
活を制限するような施設が少なくありま
せん。今後は北欧などの例にならって管
理型の施設から自立支援型の住宅への
シフトが進むだろうと考えていました。積
極的に受注を進めるなか、あるお客様か
ら運営までやってみたらどうかと勧めら
れ、勢いでスタートしましたが、事業を
進めるにつれ、きわめて奥の深い世界で
あることがわかってきました。気が付けば

もう6年、12棟目の設計を手がけるまで
に至っています。

編集部：ビジネスをきっかけとしながら、
それほどの熱意を持つに至るまでには、
何か転機があったのですか。
下河原氏：ある入居者の方との出会いが
大きかったです。末期の乳がんを患う女
性で、「私はここで最期を迎えます」とおっ
しゃったのです。それまでは、自分の建て
た賃貸住宅が、人が死を迎える場所にな
るとは想像していませんでした。彼女は
長年地域医療を支えてきた看護師でし
たが、病院は人が元気になる場所である
べきで、亡くなる場所ではない、これから
は住み慣れたところで自然に最期を迎え
たいという高齢者が増えていくだろう、と
語るのを聞き、その通りだと思いました。
その後、日本を含め世界中の高齢者向け
住宅を視察した結果、日本には安心して

死んでいける住宅がないと感じ、そこに
ニーズを見出したのです。彼女の最期を
看取っていく中で、死や老いに対する見
方ががらりと変わりました。

編集部：運営されているサービス付き高
齢者向け住宅『銀木犀』は、そうしたニー
ズを満たそうとしているのですね。
下河原氏：はい。病院で過度な延命処置
をせずに自宅や施設で老衰により亡くな
る方の割合を「看取り率」と言います。日
本の高齢者施設における看取り率は20

～30％程度で、死は病院で迎えるものと
いう考え方がいまだ主流です。一方、銀
木犀ではこの6年間の看取り率が76％に
も達しています。特別な専門職員は置い
ていませんが、地域の訪問医や看護師

など外部のリソースをうまく活用しなが
ら、自然な形で死を迎えられる環境を実
現しています。

編集部：高齢者住宅の一般的なイメージ
を離れた、スタイリッシュな空間が印象
的です。
下河原氏：クオリティの高い建築デザイン
で、高齢者が自由で快適に暮らせる居住
空間を目指しました。従来の高齢者施設
は、かわいらしい内装やお遊戯のような
活動で高齢者を子ども扱いするようなと
ころが多く、徘徊を防ぐために入口を厳
重に施錠する施設がほとんどです。しか
し、それは管理側の都合にすぎません。
銀木犀では入居者の視点を大切にし、鍵
をかけて閉じ込めるといった、自分がされ
て嫌なことはしないよう心がけています。
また、認知症がある方にもできることはご
自分でやっていただくようにしています。

編集部：認知症に対しても、独特のアプ

ローチを取っていらっしゃいますね。
下河原氏：そもそも認知症は特定の病理
ではなく、自立した生活が困難になった
状態を指します。言い換えれば、自立し
た生活ができれば認知症ではないわけ
ですから、周りはそのサポートをすれば
いいのです。施錠や拘束といった措置は、
認知症の人を取り囲んで、困った行動
に対処しているようなものです。しかし、
当事者の視点に立てば、認知症がある

人は「誰かを困らせる人」ではなく「何か
に困っている人」です。彼らが何に困って
いるかを考慮してサポートしなければな
りません。

編集部：なるほど、“当事者の視点”という考
え方が、VRにつながっていくわけですね。
下河原氏：そうですね。例えば、風邪を引
いてつらい人がいたら、その経験は誰に
でもありますから、当事者の状況を想像
して言葉をかけられます。しかし、認知症
は体験したことがないので難しい。VRな
らば、相手の状況を体験できるのではと
考えました。

編集部：VRの可能性を感じたきっかけは？
下河原氏：初めてVRを体験して衝撃を
受けてから、さまざまなコンテンツを試す
ようになりました。とりわけ『Tilt Brush』
という360度の空間に自由に絵が描ける
プログラムには斬新さを感じました。これ
までのメディアは“情報”を提供するもの
だったのに対し、VRは“体験”を提供する
ものなのだと実感したのです。すなわち、
ある人の体験を他の人に提供できる、他
者の視点にシフトできるということです。
既存のメディアとは比べものにならない
ほど深い学びと共感をもたらし、人間ど
うしをつなぐことのできるVRには、世界
を変える力があると確信しました。
　世の中のさまざまな争いごとの根底に
は、相手の立場に立つという想像力の欠
如があると思うのです。昨年のアカデミー

録音技術を駆使して臨場感を高められ
るよう工夫しています。
　同時に、バーチャルでしかできない体
験を可能にするのもVRの利点です。現
在制作中のコンテンツに、高齢者が救命
救急医療を受ける体験をVR化して過度
な延命治療の是非を問うというものがあ
るのですが、最後のシーンではドローン
映像を使い、幽体離脱という形で死の
体験を表現しています。リアルとバーチャ
ルが融合したVRならではの圧倒的な映
像体験を提供したいと考えています。

編集部：認知症VRを体験した方からは
どのような反響がありますか？

下河原氏：医療・介護関係者から一般の
方々や学生まで、昨年1年間で約9,000人
に体験していただきましたが、職業や立
場にかかわらず、「誰もが日常の中でサ
ポートできることがあると気づかされた」
「1人の人としての気づきを得られた」とい
うご感想を多くいただいています。
　また、認知症VRの有用性をより客観的
に検証するため、徳島県那賀町と神奈川
県横浜市で実証実験を進めています。
VR体験群と未体験群に分け、認知症が
ある方に対する認識や行動の違いを比較
しています。看護教育の分野でも、大阪
大学の山川みやえ准教授の監修の下、認
知症がある方が熱中症で緊急搬送され
てきたという設定のコンテンツを作成し、

京都大学医学部附属病院の看護師を
対象に体験会を実施しました（P05囲み
参照）。当事者意識の醸成という点で大
きな変化が表れたと聞いています。

編集部：今後はどのような展開を計画し
ていらっしゃるのですか？
下河原氏：昨年は全国各地で体験会を
実施し、多くの方々に認知症VRを体験
していただきましたが、今年からはHMD

（ヘッドマウントディスプレイ）のレンタル
とセットでコンテンツを提供する形でビジ
ネス展開していく予定です。また、英語・
中国語バージョンも制作し、世界に向け
て発信していきたいと考えています。

編集部：認知症以外のVRコンテンツも
制作されていますね。
下河原氏：はい。先述の救命救急医療
のコンテンツは、高齢者に対する過度な
延命治療の是非を高齢者自身の視点か
ら考えてもらうことがねらいです。80歳
の高齢者の視点で、救急搬送されるとこ
ろから始まり、心臓マッサージの圧力で
あばら骨がポキポキと折れる音、AEDで
電気ショックを加えられる衝撃などをリ
アルに再現しました。少しでも長く生きて
ほしいというご家族のお気持ちは当然の

ものです。しかし、病院で過度な救命処
置を施されて亡くなっていくことが本当
に最善の選択肢なのかどうか、ご本人が
元気なうちに、一度考えていただきたい
のです。銀木犀では多くの高齢者の方々
を看取っていますが、死を迎えようとす
る方や見送られるご家族の方々は高い
満足感を得ていらっしゃいます。病院で
延命することが前提ではなく、住み慣れ
た場所で自然に息を引き取るという選択
肢も考慮して、どのように最期を迎えた
いかをご家族で話し合うきっかけを提供
できればと思っています。
　高齢者以外にも、自閉症児のいる家庭
の日常やワーキングマザーの生活を描い
たVRを制作したほか、現在LGBTの視点
を体験できるコンテンツも企画していま
す。また、いじめに関するVRもぜひ作りた
いですね。いじめを完全になくすことは難
しいかもしれませんが、いじめられる側の
視点をリアルに体験することで、いじめる
という行為への抵抗感が確実に生まれる
でしょう。マイノリティや苦しい経験をして
いる人たちの視点を体感してもらえれば、
世の中を変えることができるはずです。

編集部：可能性はまだまだ広がりそうで

すね。
下河原氏：そうですね。VRコンテンツを
オンラインで配信し、家庭で体験できる
ようになる日も遠くありません。その時ま
でに多様なコンテンツを制作し、社会課
題を解決するVRの先駆者としてのポジ
ションを築いておきたいと思っています。
　ただ、質の高いコンテンツを制作する
には資金が必要です。現在は本業の建
築業の後ろ盾がありますが、今後はVR

事業単独でのマネタイズを目指し、企業
向けのコンテンツ制作を本格化させるほ
か、資金を企業スポンサーから調達する
ビジネスモデルの確立に取り組んでいき
ます。事業が安定してきたら、私自身は
世界中の社会課題の現場に取材に出向
き、当事者たちの声を聴いて、それをVR

にすることに専念していきたいです。VR

で視点をシフトすることで、社会を変え
る――それを本気で実現したいですね。

賞では不法移民の体験を描いた『Carne 

y Arena』（アレハンドロ・ゴンザレス・イ
ニャリトゥ監督）が初のVR作品として監
督賞を受賞しました。この作品を通じて
世界中の人々が移民の視点を体験すれ
ば、彼らに対する見方はこれまでとはまっ
たく違ったものになるでしょう。VRの可
能性をゲームやエンターテイメントだけ
にとどめておくのはもったいない、社会課
題の解決に活かすことができるはずだと
いう想いから、VRプロジェクトをスター
トさせました。

編集部：未経験の事業に着手するのは
会社として大きな挑戦だったのでは？
下河原氏：最初は社員にもあきれられまし
た（笑）。VRの開発に携わっているのはも
ともと建築業でCADを扱っていた社員で、
ある程度の親和性はありましたが、それで
もコードを1から書いてアプリケーション
を開発するわけですから、試行錯誤の
連続でした。動画再生用のアプリケー
ションはほぼ完成し、現在はコンテンツを

ウェブ上で配信する準備を進めています。
編集部：動画再生用アプリケーションや
コンテンツもすべて自社で制作されてい
るそうですが、制作にあたってはどのよう
なことを心がけていますか？
下河原氏：当事者の体験をリアルに再現
できるよう、取材に力を入れ、現場での

リサーチやヒアリングを徹底しています。
認知症VRでは施設に入居されている認
知症がある方々や、若年性認知症と診
断された友人などから多くのご意見をい
ただき、フィクションではない認知症の
現実を描きだすことを目指しました。ま
た、映像だけでなく音にも注目し、最新の

※1米ドル＝112円換算
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シルバーウッドが運営する高齢者向け賃貸住宅『銀木犀』。快適なしつらえ、日中は施錠しないオープンな空間など、
入居者が自分らしい生活を続けられるようさまざまな工夫が凝らされている。

『Tilt Brush』では、仮想空間で360度自由に3次元の絵を描き、その中を動き回ることができる

看護教育の現場で
認知症VRを活用

大阪大学大学院
医学系研究科
保健学専攻看護実践開発科学講座
准教授　山川 みやえ氏

試行錯誤で自社制作
圧倒的な映像体験を目指す

VRには世界を変える力がある

F E A T U R E
S T O R Y

編集部：建築会社でありながら、高齢者
向け賃貸住宅の運営を手がけるように
なったのはどのような経緯だったので
しょうか。
下河原氏：当初は、高齢者向け賃貸住
宅市場は今後成長するだろうという程度
の認識しかありませんでした。日本には
設備はきれいでも、高齢者の自立した生
活を制限するような施設が少なくありま
せん。今後は北欧などの例にならって管
理型の施設から自立支援型の住宅への
シフトが進むだろうと考えていました。積
極的に受注を進めるなか、あるお客様か
ら運営までやってみたらどうかと勧めら
れ、勢いでスタートしましたが、事業を
進めるにつれ、きわめて奥の深い世界で
あることがわかってきました。気が付けば

もう6年、12棟目の設計を手がけるまで
に至っています。

編集部：ビジネスをきっかけとしながら、
それほどの熱意を持つに至るまでには、
何か転機があったのですか。
下河原氏：ある入居者の方との出会いが
大きかったです。末期の乳がんを患う女
性で、「私はここで最期を迎えます」とおっ
しゃったのです。それまでは、自分の建て
た賃貸住宅が、人が死を迎える場所にな
るとは想像していませんでした。彼女は
長年地域医療を支えてきた看護師でし
たが、病院は人が元気になる場所である
べきで、亡くなる場所ではない、これから
は住み慣れたところで自然に最期を迎え
たいという高齢者が増えていくだろう、と
語るのを聞き、その通りだと思いました。
その後、日本を含め世界中の高齢者向け
住宅を視察した結果、日本には安心して

死んでいける住宅がないと感じ、そこに
ニーズを見出したのです。彼女の最期を
看取っていく中で、死や老いに対する見
方ががらりと変わりました。

編集部：運営されているサービス付き高
齢者向け住宅『銀木犀』は、そうしたニー
ズを満たそうとしているのですね。
下河原氏：はい。病院で過度な延命処置
をせずに自宅や施設で老衰により亡くな
る方の割合を「看取り率」と言います。日
本の高齢者施設における看取り率は20

～30％程度で、死は病院で迎えるものと
いう考え方がいまだ主流です。一方、銀
木犀ではこの6年間の看取り率が76％に
も達しています。特別な専門職員は置い
ていませんが、地域の訪問医や看護師

　看護教育の現場では、VRは啓発的に
理解と共感を促すだけでなく、ケアの状
況を再現することで適切な対応を具体的
に考えさせる有用な教育ツールとなりえま
す。認知症の症状を当事者や家族に体験
してもらうことで早期発見・診断を可能に
するスクリーニングツールとしても活用で
き、救急搬送や治療の選択、虐待やひき
こもりなど、社会的に正解のない課題に
関するインパクトのある場面をVR化し、
高齢化社会における問題をより深く考え
る機会を与えることもできるでしょう。
　私が専門とする看護学は患者主体で
ものを考えることを主軸とする学問であ
り、それを学生たちに伝えなくてはなり
ません。社会全体で多世代間の交流が
希薄になっている中、次世代を担う若い
人たちは高齢者や認知症患者と実際に

関わる経験が絶対的に不足しており、
患者の視点をさまざまに想像できない
学生が増えてきています。看護や介護の
仕事では、患者とのコミュニケーション
をたくさん経験し、ケアに対する専門家
としての知見や価値観を培っていかなけ
ればなりません。VRはそうした経験の不
足を補って余りあるものであり、知見や
価値観を明確に形作る体験を提供でき
るものだと確信しています。

など外部のリソースをうまく活用しなが
ら、自然な形で死を迎えられる環境を実
現しています。

編集部：高齢者住宅の一般的なイメージ
を離れた、スタイリッシュな空間が印象
的です。
下河原氏：クオリティの高い建築デザイン
で、高齢者が自由で快適に暮らせる居住
空間を目指しました。従来の高齢者施設
は、かわいらしい内装やお遊戯のような
活動で高齢者を子ども扱いするようなと
ころが多く、徘徊を防ぐために入口を厳
重に施錠する施設がほとんどです。しか
し、それは管理側の都合にすぎません。
銀木犀では入居者の視点を大切にし、鍵
をかけて閉じ込めるといった、自分がされ
て嫌なことはしないよう心がけています。
また、認知症がある方にもできることはご
自分でやっていただくようにしています。

編集部：認知症に対しても、独特のアプ

ローチを取っていらっしゃいますね。
下河原氏：そもそも認知症は特定の病理
ではなく、自立した生活が困難になった
状態を指します。言い換えれば、自立し
た生活ができれば認知症ではないわけ
ですから、周りはそのサポートをすれば
いいのです。施錠や拘束といった措置は、
認知症の人を取り囲んで、困った行動
に対処しているようなものです。しかし、
当事者の視点に立てば、認知症がある

人は「誰かを困らせる人」ではなく「何か
に困っている人」です。彼らが何に困って
いるかを考慮してサポートしなければな
りません。

編集部：なるほど、“当事者の視点”という考
え方が、VRにつながっていくわけですね。
下河原氏：そうですね。例えば、風邪を引
いてつらい人がいたら、その経験は誰に
でもありますから、当事者の状況を想像
して言葉をかけられます。しかし、認知症
は体験したことがないので難しい。VRな
らば、相手の状況を体験できるのではと
考えました。

編集部：VRの可能性を感じたきっかけは？
下河原氏：初めてVRを体験して衝撃を
受けてから、さまざまなコンテンツを試す
ようになりました。とりわけ『Tilt Brush』
という360度の空間に自由に絵が描ける
プログラムには斬新さを感じました。これ
までのメディアは“情報”を提供するもの
だったのに対し、VRは“体験”を提供する
ものなのだと実感したのです。すなわち、
ある人の体験を他の人に提供できる、他
者の視点にシフトできるということです。
既存のメディアとは比べものにならない
ほど深い学びと共感をもたらし、人間ど
うしをつなぐことのできるVRには、世界
を変える力があると確信しました。
　世の中のさまざまな争いごとの根底に
は、相手の立場に立つという想像力の欠
如があると思うのです。昨年のアカデミー

録音技術を駆使して臨場感を高められ
るよう工夫しています。
　同時に、バーチャルでしかできない体
験を可能にするのもVRの利点です。現
在制作中のコンテンツに、高齢者が救命
救急医療を受ける体験をVR化して過度
な延命治療の是非を問うというものがあ
るのですが、最後のシーンではドローン
映像を使い、幽体離脱という形で死の
体験を表現しています。リアルとバーチャ
ルが融合したVRならではの圧倒的な映
像体験を提供したいと考えています。

編集部：認知症VRを体験した方からは
どのような反響がありますか？

下河原氏：医療・介護関係者から一般の
方々や学生まで、昨年1年間で約9,000人
に体験していただきましたが、職業や立
場にかかわらず、「誰もが日常の中でサ
ポートできることがあると気づかされた」
「1人の人としての気づきを得られた」とい
うご感想を多くいただいています。
　また、認知症VRの有用性をより客観的
に検証するため、徳島県那賀町と神奈川
県横浜市で実証実験を進めています。
VR体験群と未体験群に分け、認知症が
ある方に対する認識や行動の違いを比較
しています。看護教育の分野でも、大阪
大学の山川みやえ准教授の監修の下、認
知症がある方が熱中症で緊急搬送され
てきたという設定のコンテンツを作成し、

京都大学医学部附属病院の看護師を
対象に体験会を実施しました（P05囲み
参照）。当事者意識の醸成という点で大
きな変化が表れたと聞いています。

編集部：今後はどのような展開を計画し
ていらっしゃるのですか？
下河原氏：昨年は全国各地で体験会を
実施し、多くの方々に認知症VRを体験
していただきましたが、今年からはHMD

（ヘッドマウントディスプレイ）のレンタル
とセットでコンテンツを提供する形でビジ
ネス展開していく予定です。また、英語・
中国語バージョンも制作し、世界に向け
て発信していきたいと考えています。

編集部：認知症以外のVRコンテンツも
制作されていますね。
下河原氏：はい。先述の救命救急医療
のコンテンツは、高齢者に対する過度な
延命治療の是非を高齢者自身の視点か
ら考えてもらうことがねらいです。80歳
の高齢者の視点で、救急搬送されるとこ
ろから始まり、心臓マッサージの圧力で
あばら骨がポキポキと折れる音、AEDで
電気ショックを加えられる衝撃などをリ
アルに再現しました。少しでも長く生きて
ほしいというご家族のお気持ちは当然の

ものです。しかし、病院で過度な救命処
置を施されて亡くなっていくことが本当
に最善の選択肢なのかどうか、ご本人が
元気なうちに、一度考えていただきたい
のです。銀木犀では多くの高齢者の方々
を看取っていますが、死を迎えようとす
る方や見送られるご家族の方々は高い
満足感を得ていらっしゃいます。病院で
延命することが前提ではなく、住み慣れ
た場所で自然に息を引き取るという選択
肢も考慮して、どのように最期を迎えた
いかをご家族で話し合うきっかけを提供
できればと思っています。
　高齢者以外にも、自閉症児のいる家庭
の日常やワーキングマザーの生活を描い
たVRを制作したほか、現在LGBTの視点
を体験できるコンテンツも企画していま
す。また、いじめに関するVRもぜひ作りた
いですね。いじめを完全になくすことは難
しいかもしれませんが、いじめられる側の
視点をリアルに体験することで、いじめる
という行為への抵抗感が確実に生まれる
でしょう。マイノリティや苦しい経験をして
いる人たちの視点を体感してもらえれば、
世の中を変えることができるはずです。

編集部：可能性はまだまだ広がりそうで

すね。
下河原氏：そうですね。VRコンテンツを
オンラインで配信し、家庭で体験できる
ようになる日も遠くありません。その時ま
でに多様なコンテンツを制作し、社会課
題を解決するVRの先駆者としてのポジ
ションを築いておきたいと思っています。
　ただ、質の高いコンテンツを制作する
には資金が必要です。現在は本業の建
築業の後ろ盾がありますが、今後はVR

事業単独でのマネタイズを目指し、企業
向けのコンテンツ制作を本格化させるほ
か、資金を企業スポンサーから調達する
ビジネスモデルの確立に取り組んでいき
ます。事業が安定してきたら、私自身は
世界中の社会課題の現場に取材に出向
き、当事者たちの声を聴いて、それをVR

にすることに専念していきたいです。VR

で視点をシフトすることで、社会を変え
る――それを本気で実現したいですね。

賞では不法移民の体験を描いた『Carne 

y Arena』（アレハンドロ・ゴンザレス・イ
ニャリトゥ監督）が初のVR作品として監
督賞を受賞しました。この作品を通じて
世界中の人々が移民の視点を体験すれ
ば、彼らに対する見方はこれまでとはまっ
たく違ったものになるでしょう。VRの可
能性をゲームやエンターテイメントだけ
にとどめておくのはもったいない、社会課
題の解決に活かすことができるはずだと
いう想いから、VRプロジェクトをスター
トさせました。

編集部：未経験の事業に着手するのは
会社として大きな挑戦だったのでは？
下河原氏：最初は社員にもあきれられまし
た（笑）。VRの開発に携わっているのはも
ともと建築業でCADを扱っていた社員で、
ある程度の親和性はありましたが、それで
もコードを1から書いてアプリケーション
を開発するわけですから、試行錯誤の
連続でした。動画再生用のアプリケー
ションはほぼ完成し、現在はコンテンツを

ウェブ上で配信する準備を進めています。
編集部：動画再生用アプリケーションや
コンテンツもすべて自社で制作されてい
るそうですが、制作にあたってはどのよう
なことを心がけていますか？
下河原氏：当事者の体験をリアルに再現
できるよう、取材に力を入れ、現場での

リサーチやヒアリングを徹底しています。
認知症VRでは施設に入居されている認
知症がある方々や、若年性認知症と診
断された友人などから多くのご意見をい
ただき、フィクションではない認知症の
現実を描きだすことを目指しました。ま
た、映像だけでなく音にも注目し、最新の
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認知症VRコンテンツの一場面。電車に乗っているうちに自分がどこにいるのかわからなくなってしまったという設定で、電車を降りるべきか戸惑っている様子を360度映像と本人
の心の声で体験できる。このほか、幻視や空間認識の異変など、認知症のさまざまな典型症状をVR化している

ワーキングマザーVRでは、仕事中に発熱した子どもを迎えにくるよう保育園から連絡を受け、帰宅してから家事を
こなし、子どもが寝付いてから自宅で仕事をするという日常の様子をリアルに再現。実際に企業に導入され、男性社
員などに体験してもらう試みが始まっている

人としての気づきをもたらす体験

「当事者の視点」を伝え続けたい

F E A T U R E
S T O R Y

編集部：建築会社でありながら、高齢者
向け賃貸住宅の運営を手がけるように
なったのはどのような経緯だったので
しょうか。
下河原氏：当初は、高齢者向け賃貸住
宅市場は今後成長するだろうという程度
の認識しかありませんでした。日本には
設備はきれいでも、高齢者の自立した生
活を制限するような施設が少なくありま
せん。今後は北欧などの例にならって管
理型の施設から自立支援型の住宅への
シフトが進むだろうと考えていました。積
極的に受注を進めるなか、あるお客様か
ら運営までやってみたらどうかと勧めら
れ、勢いでスタートしましたが、事業を
進めるにつれ、きわめて奥の深い世界で
あることがわかってきました。気が付けば

もう6年、12棟目の設計を手がけるまで
に至っています。

編集部：ビジネスをきっかけとしながら、
それほどの熱意を持つに至るまでには、
何か転機があったのですか。
下河原氏：ある入居者の方との出会いが
大きかったです。末期の乳がんを患う女
性で、「私はここで最期を迎えます」とおっ
しゃったのです。それまでは、自分の建て
た賃貸住宅が、人が死を迎える場所にな
るとは想像していませんでした。彼女は
長年地域医療を支えてきた看護師でし
たが、病院は人が元気になる場所である
べきで、亡くなる場所ではない、これから
は住み慣れたところで自然に最期を迎え
たいという高齢者が増えていくだろう、と
語るのを聞き、その通りだと思いました。
その後、日本を含め世界中の高齢者向け
住宅を視察した結果、日本には安心して

死んでいける住宅がないと感じ、そこに
ニーズを見出したのです。彼女の最期を
看取っていく中で、死や老いに対する見
方ががらりと変わりました。

編集部：運営されているサービス付き高
齢者向け住宅『銀木犀』は、そうしたニー
ズを満たそうとしているのですね。
下河原氏：はい。病院で過度な延命処置
をせずに自宅や施設で老衰により亡くな
る方の割合を「看取り率」と言います。日
本の高齢者施設における看取り率は20

～30％程度で、死は病院で迎えるものと
いう考え方がいまだ主流です。一方、銀
木犀ではこの6年間の看取り率が76％に
も達しています。特別な専門職員は置い
ていませんが、地域の訪問医や看護師

体験会に参加、
専門職としての
思い込みに気づく

社会福祉法人ジー・ケー社会貢献会
特別養護老人ホーム
グルメ杵屋社会貢献の家
理事・施設長　田中 綾氏

　認知症VRを体験してみて、認知症が
ある方の世界を忠実に再現していること
に感心するとともに、自分がこれまで想像
していたのとは違ったという驚きもありま
した。幻視や幻聴といった症状が出るこ
とがあるのは知っていましたが、思い込ん
でいた見え方や聞こえ方と異なり、次の
展開の予想がつかず混乱しました。現実
と幻覚が混同してしまい、平静さを失う
疑似体験でした。
　介護の専門職は認知症や高齢者の心
身状態について日々勉強していますが、
逆に専門的な知識が思い込みを助長し
ているところがあるかもしれないという気
づきがありました。学ぶことは大切です
が、視点が偏らないよう広く多角的に検

証することの重要性を痛感しました。自
分の考え方、とらえ方が偏っていないか、
現場でも常に考えるようになりましたね。
　同時に、VRでは当事者の苦しみがあま
りにリアルに感じられるため、ご家族や介
護スタッフが「もっと自分がなんとかしな
ければ」と気負いや罪悪感を持ってしま
う可能性があります。VR体験を振り返り、
言動の背景に対する理解を今後のケア
にどうつなげていくべきかをしっかりフォ
ローすることが大事です。そうした教育
プログラムとして、施設のスタッフや地
域の方々にも体験してもらえれば、地域
全体で高齢者を支えていく包括支援の
実現にとって非常に有用なものになると
思います。

など外部のリソースをうまく活用しなが
ら、自然な形で死を迎えられる環境を実
現しています。

編集部：高齢者住宅の一般的なイメージ
を離れた、スタイリッシュな空間が印象
的です。
下河原氏：クオリティの高い建築デザイン
で、高齢者が自由で快適に暮らせる居住
空間を目指しました。従来の高齢者施設
は、かわいらしい内装やお遊戯のような
活動で高齢者を子ども扱いするようなと
ころが多く、徘徊を防ぐために入口を厳
重に施錠する施設がほとんどです。しか
し、それは管理側の都合にすぎません。
銀木犀では入居者の視点を大切にし、鍵
をかけて閉じ込めるといった、自分がされ
て嫌なことはしないよう心がけています。
また、認知症がある方にもできることはご
自分でやっていただくようにしています。

編集部：認知症に対しても、独特のアプ

ローチを取っていらっしゃいますね。
下河原氏：そもそも認知症は特定の病理
ではなく、自立した生活が困難になった
状態を指します。言い換えれば、自立し
た生活ができれば認知症ではないわけ
ですから、周りはそのサポートをすれば
いいのです。施錠や拘束といった措置は、
認知症の人を取り囲んで、困った行動
に対処しているようなものです。しかし、
当事者の視点に立てば、認知症がある

人は「誰かを困らせる人」ではなく「何か
に困っている人」です。彼らが何に困って
いるかを考慮してサポートしなければな
りません。

編集部：なるほど、“当事者の視点”という考
え方が、VRにつながっていくわけですね。
下河原氏：そうですね。例えば、風邪を引
いてつらい人がいたら、その経験は誰に
でもありますから、当事者の状況を想像
して言葉をかけられます。しかし、認知症
は体験したことがないので難しい。VRな
らば、相手の状況を体験できるのではと
考えました。

編集部：VRの可能性を感じたきっかけは？
下河原氏：初めてVRを体験して衝撃を
受けてから、さまざまなコンテンツを試す
ようになりました。とりわけ『Tilt Brush』
という360度の空間に自由に絵が描ける
プログラムには斬新さを感じました。これ
までのメディアは“情報”を提供するもの
だったのに対し、VRは“体験”を提供する
ものなのだと実感したのです。すなわち、
ある人の体験を他の人に提供できる、他
者の視点にシフトできるということです。
既存のメディアとは比べものにならない
ほど深い学びと共感をもたらし、人間ど
うしをつなぐことのできるVRには、世界
を変える力があると確信しました。
　世の中のさまざまな争いごとの根底に
は、相手の立場に立つという想像力の欠
如があると思うのです。昨年のアカデミー

録音技術を駆使して臨場感を高められ
るよう工夫しています。
　同時に、バーチャルでしかできない体
験を可能にするのもVRの利点です。現
在制作中のコンテンツに、高齢者が救命
救急医療を受ける体験をVR化して過度
な延命治療の是非を問うというものがあ
るのですが、最後のシーンではドローン
映像を使い、幽体離脱という形で死の
体験を表現しています。リアルとバーチャ
ルが融合したVRならではの圧倒的な映
像体験を提供したいと考えています。

編集部：認知症VRを体験した方からは
どのような反響がありますか？

下河原氏：医療・介護関係者から一般の
方々や学生まで、昨年1年間で約9,000人
に体験していただきましたが、職業や立
場にかかわらず、「誰もが日常の中でサ
ポートできることがあると気づかされた」
「1人の人としての気づきを得られた」とい
うご感想を多くいただいています。
　また、認知症VRの有用性をより客観的
に検証するため、徳島県那賀町と神奈川
県横浜市で実証実験を進めています。
VR体験群と未体験群に分け、認知症が
ある方に対する認識や行動の違いを比較
しています。看護教育の分野でも、大阪
大学の山川みやえ准教授の監修の下、認
知症がある方が熱中症で緊急搬送され
てきたという設定のコンテンツを作成し、

京都大学医学部附属病院の看護師を
対象に体験会を実施しました（P05囲み
参照）。当事者意識の醸成という点で大
きな変化が表れたと聞いています。

編集部：今後はどのような展開を計画し
ていらっしゃるのですか？
下河原氏：昨年は全国各地で体験会を
実施し、多くの方々に認知症VRを体験
していただきましたが、今年からはHMD

（ヘッドマウントディスプレイ）のレンタル
とセットでコンテンツを提供する形でビジ
ネス展開していく予定です。また、英語・
中国語バージョンも制作し、世界に向け
て発信していきたいと考えています。

編集部：認知症以外のVRコンテンツも
制作されていますね。
下河原氏：はい。先述の救命救急医療
のコンテンツは、高齢者に対する過度な
延命治療の是非を高齢者自身の視点か
ら考えてもらうことがねらいです。80歳
の高齢者の視点で、救急搬送されるとこ
ろから始まり、心臓マッサージの圧力で
あばら骨がポキポキと折れる音、AEDで
電気ショックを加えられる衝撃などをリ
アルに再現しました。少しでも長く生きて
ほしいというご家族のお気持ちは当然の

ものです。しかし、病院で過度な救命処
置を施されて亡くなっていくことが本当
に最善の選択肢なのかどうか、ご本人が
元気なうちに、一度考えていただきたい
のです。銀木犀では多くの高齢者の方々
を看取っていますが、死を迎えようとす
る方や見送られるご家族の方々は高い
満足感を得ていらっしゃいます。病院で
延命することが前提ではなく、住み慣れ
た場所で自然に息を引き取るという選択
肢も考慮して、どのように最期を迎えた
いかをご家族で話し合うきっかけを提供
できればと思っています。
　高齢者以外にも、自閉症児のいる家庭
の日常やワーキングマザーの生活を描い
たVRを制作したほか、現在LGBTの視点
を体験できるコンテンツも企画していま
す。また、いじめに関するVRもぜひ作りた
いですね。いじめを完全になくすことは難
しいかもしれませんが、いじめられる側の
視点をリアルに体験することで、いじめる
という行為への抵抗感が確実に生まれる
でしょう。マイノリティや苦しい経験をして
いる人たちの視点を体感してもらえれば、
世の中を変えることができるはずです。

編集部：可能性はまだまだ広がりそうで

すね。
下河原氏：そうですね。VRコンテンツを
オンラインで配信し、家庭で体験できる
ようになる日も遠くありません。その時ま
でに多様なコンテンツを制作し、社会課
題を解決するVRの先駆者としてのポジ
ションを築いておきたいと思っています。
　ただ、質の高いコンテンツを制作する
には資金が必要です。現在は本業の建
築業の後ろ盾がありますが、今後はVR

事業単独でのマネタイズを目指し、企業
向けのコンテンツ制作を本格化させるほ
か、資金を企業スポンサーから調達する
ビジネスモデルの確立に取り組んでいき
ます。事業が安定してきたら、私自身は
世界中の社会課題の現場に取材に出向
き、当事者たちの声を聴いて、それをVR

にすることに専念していきたいです。VR

で視点をシフトすることで、社会を変え
る――それを本気で実現したいですね。

賞では不法移民の体験を描いた『Carne 

y Arena』（アレハンドロ・ゴンザレス・イ
ニャリトゥ監督）が初のVR作品として監
督賞を受賞しました。この作品を通じて
世界中の人々が移民の視点を体験すれ
ば、彼らに対する見方はこれまでとはまっ
たく違ったものになるでしょう。VRの可
能性をゲームやエンターテイメントだけ
にとどめておくのはもったいない、社会課
題の解決に活かすことができるはずだと
いう想いから、VRプロジェクトをスター
トさせました。

編集部：未経験の事業に着手するのは
会社として大きな挑戦だったのでは？
下河原氏：最初は社員にもあきれられまし
た（笑）。VRの開発に携わっているのはも
ともと建築業でCADを扱っていた社員で、
ある程度の親和性はありましたが、それで
もコードを1から書いてアプリケーション
を開発するわけですから、試行錯誤の
連続でした。動画再生用のアプリケー
ションはほぼ完成し、現在はコンテンツを

ウェブ上で配信する準備を進めています。
編集部：動画再生用アプリケーションや
コンテンツもすべて自社で制作されてい
るそうですが、制作にあたってはどのよう
なことを心がけていますか？
下河原氏：当事者の体験をリアルに再現
できるよう、取材に力を入れ、現場での

リサーチやヒアリングを徹底しています。
認知症VRでは施設に入居されている認
知症がある方々や、若年性認知症と診
断された友人などから多くのご意見をい
ただき、フィクションではない認知症の
現実を描きだすことを目指しました。ま
た、映像だけでなく音にも注目し、最新の
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　VRはゲームやeスポーツの分野を中心
に急速に市場を拡大してきました。しか
し、現状では多くのVRはPCやゲーム機
上のコンテンツにHMD（ヘッドマウント
ディスプレイ）を接続してアクセスするも
ので、それぞれのプレーヤーがオフライン
で個別に体験することしかできません。
VRコンテンツをクラウドで提供し、離れ
た場所にいる複数の人たちが同時にアク
セスすることができるようになれば、VRの
可能性はますます広がります。
　「ゲームやeスポーツでは、別々の場
所にいるプレーヤーどうしで対戦するこ
とが可能になります。また、中国ではここ

数年VRのゲームやeスポーツの実況中
継が大きな人気を集めていますが、こう
した中継ではコンテンツをVRとして体験
しているのはプレーヤーだけで、観戦者
はプレーの様子を2Dの動画で見ていま
す。クラウドVRなら、観戦者もプレーヤー
と同じ空間でプレーを観戦できるように
なります」と語るのは、ファーウェイでネッ
トワークソリューションのマーケティング
部門におけるVR分野の責任者を務める
羅峻兮（ウィリアム・ルオ）です。
　クラウドVRには、莫大な量のデータを
遅延なく伝送できるネットワークが必要
ですが、ファーウェイでは現在、次世代
ネットワークがもたらす新たなシナリオや
ユーザー体験を探究するiLabを中心に、
「“つながった”VR」の実現に向けたエコシ
ステムの構築を目指し、世界各地の企業
とのパートナーシップを開拓しています。

　「優れたVRコンテンツの制作者、HMD

やモーションキャプチャなどのハードウェ
アメーカー、高速で大容量のネットワー
クを提供するファーウェイ――この3者が
協業するクラウドVRのビジネスモデルを
確立し、HMDさえあれば家庭でも気軽
にVR体験ができる環境を実現することが
目標です」と羅は語ります。

　羅によると、中国国内にはVR体験を
提供する専門店が3,000軒ほどあるほ
か、人気VRゲーム大会の中継が3日間で
6億人に視聴されるなど、コンシューマー
向けVRコンテンツの普及が急激に進ん
でいます。「いまのところは、こうしたコン
シューマー向けのコンテンツを通じて、
多くの人々にVRでどんな体験ができるの
かを知ってもらう段階にあると考えてい
ます。iLabでも市場の大きいゲームやe

スポーツの分野から注力していますが、
教育や医療分野での取り組みも徐々に

進み始めています」
　中国における取り組みの1つに、ファー
ウェイのパートナーである北京のスタート
アップ、VR SCHOOL（微視酷）の『VR教
室』があります。同社は小中学校向けに、
宇宙科学や生物学、化学などの教科を
没入感のある360度映像で学べる数百種
の教材をクラウド上で提供。教師は1台
のタブレットで最大200台の学生用HMD

のコンテンツを管理・操作することができ
ます。このVR教室はすでに、ハイテク産
業開発区である北京市中関村地区の小
学校をはじめ、北京市内の複数の学校で
導入が始まっています。
　医療トレーニングにおいてもVRの活用
が進みつつあります。一例として、カナダ
のトロント大学医学部が提供する肝臓・
膵臓・臓器移植手術に特化した外科医向
けトレーニング動画ライブラリー『TVA-

Surg』では、これまでは臓器の3Gレンダ
リングを動画化していましたが、現在、仮
想空間で臓器を手に取ってさまざまな角
度から臓器の内部や病変部位を観察する
ことができるVRコンテンツを開発中です。
　「これらのプロジェクトを含め、ファー
ウェイは世界各地で多様なVRコンテンツ
を手がける企業や学術機関と、クラウド
化に向けた協業の可能性を探っていると
ころです」（羅）

　クラウドVRパートナーの1社で、ファー
ウェイと同じく中国・深圳に拠点を置く
REALIS（レアリズ、瑞立視）は、日本で10

年近くゲームやVRコンテンツの制作に携
わってきたCEOの許秋子氏が、2015年に

日中の技術者、コンテンツ制作者とともに
立ち上げたスタートアップ企業です。同
社は、空間に設置した複数のカメラでプ
レーヤーが身に着けたマーカーをトラッ
キングする光学式モーションキャプチャシ
ステムと、遅延を最小限に抑えて仮想空
間と現実空間を高い精度で同期させる独
自開発のデータ処理技術によって、広い
空間の中で多人数が自由に動き回れる
VRコンテンツを実現しています。これまで
に中国各地でVRテーマパークを運営して
おり、昨秋にはファーウェイとの協業のも
と、複数のテーマパーク間で同時に同じ
ゲームをプレーできるオンライン対戦VR

ゲームの提供を開始しました。
　同社の現在の主力事業はゲームです
が、多人数が同時にVR体験ができると
いう特長を生かし、教育・訓練向けコン
テンツの制作も進めています。深圳大学
のメディア学科に導入されているプログ
ラムでは、テレビ番組の制作現場でカメ
ラや機材を扱うためのトレーニングを行
うことができます。「撮影用の機材はとて
も高価で、トレーニングのたびに実際に
機材の揃ったスタジオを用意するのはコ
ストがかかります。仮想空間ならさまざま
な設定での実践を試すことができ、機材
を破損させる心配もありません」と許氏。

　同社はこうした職業訓練のほか、消防
などの災害シミュレーション、手術など
の医療トレーニングといった、現実世界
では再現しづらい場面や危険をともなう
状況を複数の人たちが同時に体験しな
がら訓練できるVRコンテンツを開発して
います。許氏は、「技術的にはどんな状
況でも再現可能なので、アイデア次第で
まだまだ有用な活用法が出てくると思い
ます」と語ります。
　このようなマルチプレーヤー型のコン
テンツをクラウド化すれば、離れた場所
にいる人たちが同時に訓練を受けること
も可能になります。仮想空間が現実の距
離を超えて一体化したとき、VRはさらに
新しい体験をもたらすでしょう。ファー
ウェイは世界中のパートナーとともにそ
の実現を目指しています。

ファーウェイが
追求する
“つながった”
VRの可能性

ファーウェイ  プロダクト・ソリューショングループ　
キャリアネットワークソリューションマーケティング
サポート部  VR eスポーツ・ライブショー部門責任者
羅峻兮（ウィリアム・ルオ）

ファーウェイ本社内のiLabでは、クラウドVR実現に向けたさまざまな取り組みを紹介し、パートナーとの協業を
推進している

昨年10月、ファーウェイはクラウドを介したVRサー
ビスの発展、技術革新の促進、ビジネスシナリオの
創出、包括的な産業エコシステムの構築に向けて、
VRオープンラボを軸とした産業間協業に関する計
画を発表した

日本のゲーム・VR業界で長く活躍したREALISの
CEO許秋子氏は、流暢な日本語で自社技術につい
て語ってくれた

消防や医療などのトレーニング用VRも開発。多人
数が同時に参加できるため、より実践に近い訓練が
可能になる

REALISのテレビ番組制作トレーニング用VR。スタ
ジオを自由に動き回りながら、カメラやケーブル、照
明などの設定をシミュレーションできる

VR SCHOOLの『VR教室』は北京の小学校で導入
を開始、中国の教育界で注目を集めている

『TVASurg』のVRコンテンツでは、仮想空間上で臓
器を手にとって観察することができる

クラウドVRの実現に向けて
エコシステムの構築を目指すiLab

中国では小学校でも導入
広がるVR活用

仮想空間がつながりあい
離れた場所から
多人数が同時に参加
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「4K」普及のカギを握る
スマートフォン

HDRが映画にもたらす
豊かな色彩とエコシステム

VR／ARによる
まったく新しい映像体験

20世紀フォックスが描く
“未来のストーリー”

デジタル技術で
映画が変わる

しています」とバッセ氏は語る。
　しかし、HDRの真価を活かすためには
「再生するデバイスのクオリティも問われ
ることになります」。デバイスに加え、安定
した遅延のないネットワークも重要だ。
　2017年10月、ファーウェイのウルトラ
ブロードバンドフォーラムに登壇した
バッセ氏は、「フォーラムでは5Gの実現、
帯域の拡張、クラウド技術などについて
議論しました。われわれは技術の発展
に合わせてデバイスやネットワークの性
能に合致したコンテンツを作るよう尽力
しています」と話している。これは、端末、
ネットワーク、クラウドをエンドツーエン
ドで進化させていくファーウェイの戦略
にも通じる。下層のアーキテクチャから
上層のアプリケーションやコンテンツま
で幅広いパートナーシップが重要であ
ることも示唆している。
　20世紀フォックスは現在、ファーウェ
イやグループのチップセット部門ハイシリ
コンを含め、ネットワーク、デバイス、コン
ポーネントを手がける各企業と協業を進
めている。映画・エンターテイメント業界
のエコシステムが急速に、そして深くデジ
タルの次世代領域へと拡大しているのだ。

　昨年公開された『猿の惑星：聖戦記』

20世紀フォックスが目指す次世代の映像体験とエコシステムの進化

は世界的に高い評価を得たが、観客の
心をとらえたのは緊迫感のある感動的な
ストーリーだけではない。「驚異的」「最
先端」「新次元のCG」などと評された視
覚効果も大きな話題となった。
　VR、HDR、CG、さらには人工知能
（AI）を融合させれば、映画・エンターテ
イメント業界はこれまでにない驚くべき
世界へと進化するだろう。ただし、それ
がどんなものになるのかはまだわからな
い。「VRやARを活用したストーリーづく
りをわれわれも探っているところです」と
バッセ氏は語る。「これまでの映画のよう
に起承転結のストーリーが適しているの
か、RPG（ロールプレイングゲーム）のよ
うな要素を持つものにすべきなのか――
おそらくはその中間になるでしょう」
　RPGは確かに、1,000億ドル（約11

兆2,000億円※）の市場規模を持つゲー
ム業界に成功をもたらした。生き生きと
したキャラクターと複雑なストーリー、
プレーヤーの判断がゲームのストー
リーを左右するマルチエンディングな
ど、物語性の強い人気ゲーム作品は数
多い。VR／AR、HDR、AIといった新技
術は、こうしたインタラクティブで映画
的なストーリーをさらに盛り上げるもの
として期待されている。プレーヤーや視
聴者が作品に没入して自らストーリー
を構築していくようなまったく新しい

ホームエンターテイメント体験がまもな
く実現するだろう。
　20世紀フォックスはすでに映画への
VR導入を推進している。2016年には同
社の研究開発部門フォックスイノベー
ションラボがVRスタートアップのフェリッ
クス＆ポールスタジオ（Felix & Paul 

Studios）と共同制作を開始した。
　バッセ氏はVR制作にはコストと技術
的な複雑さのために困難が伴うことを
認めつつ、次のように語る。「2019年か
ら2020年にかけて、VRコンテンツの大
規模な導入が進むでしょう。画質やグ
ラフィック処理性能、リアルタイムのイ
メージキャプチャといった機能は、高品
質なVRコンテンツ制作にいっそう活用
されるようになるはずです。VR／ARに
は大いに期待していますし、今後の当
社のビジネスの柱になることは間違い
ありません」

　CTOを務めるバッセ氏は、映画・エン
ターテイメント市場を牽引するのは、や
はり技術よりコンテンツだと強調する。
「コンテンツがあってこそ、技術という
器に意義が生まれるのです」
　同時に、大量のコンテンツの中から、
自分に合ったものを見つけることは難
しくなってきている。そこで同社はユー
ザーが好みや習慣に合ったコンテンツ
にアクセスできるよう、ビッグデータや
AIを活用する方法を模索中だという。
　デジタル化が進み、急成長を遂げる
エコシステムを背景に、20世紀フォッ
クスは「世界中のオーディエンスに共
鳴するストーリーを届ける」（バッセ氏）
というビジョンを実現させようとしてい
る。クリエイティビティとテクノロジー
の融合は、私たちがいまだ経験したこ
とのないような感動と共鳴をもたらす
はずだ。

が定める放送用4K UHD（Ultra High 

Definition）の3840×2160とは異なる。
だが、いずれも超高精細であることに変
わりはない。
　ただ、「2Kと4Kの違いを一般の視聴者
が見分けるのは難しいかもしれません」と
バッセ氏は言う。4Kで撮影した動きのあ
る映像は、視力1.0の人の目が見える解
像度レベルを超えているからだ。動かな
い砂を近くで見れば1粒1粒が見えるが、
流れている砂を3m先から見ても1粒ずつ
は見えない。同様に、3m離れて見るテレ
ビの画素数が増えても、その違いがはっ
きりわかるわけではない。
　「4K」のパフォーマンスを実感するに
は、その性能に適した条件がある。①映
画館のスクリーンや50インチ以上の大画
面テレビなど大きな画面で見る場合②静
止画をじっくりと見る場合③至近距離か
ら見る場合には、4Kは威力を発揮する。

②と③はスマートフォンなどのモバイル
機器での視聴に特徴的なもので、モバイ
ル端末が4K視聴普及のカギを握ってい
るのもこのためだ。

　一方、HDRは4Kと異なり、画素数の
増加によって画質を上げるのではなく、
映像の明るさの範囲を広げることで、明
暗を問わず精確な色彩表現を可能にす
る技術だ。解像度も明るさも、どちらもリ
アルな映像の実現に大きく影響する。実
際、色彩という点では1080pのハイビ
ジョンディスプレイでもHDR映像であれ
ば、4Kよりも高い臨場感が味わえる。
　「解像度の向上という量的な差をもた
らす4Kに対し、HDRは映像を質的に改
善します。映画制作者はこれをまったく
新しい表現を実現する手段として歓迎

　あらゆる産業と同様、ハリウッドでも
デジタル技術は制作側と消費者側の両
方に変革をもたらしている。バッセ氏は
「最も大きく変わるのは家庭での視聴体
験の質」だという。
　かつてVHSビデオで視聴していたアナ
ログテレビの映像は、4Kハイビジョンテ
レビとブルーレイで見る超高精細映像へ
と変わった。同時に、高画質な映像体験
への消費者の期待値も上がり、同社の
戦略の方向性にも影響を与えている。
「20世紀フォックスが4KとHDR（High 

Dynamic Range）コンテンツを制作す
るスタジオを業界で一番最初に設立し
たのも、そのためです」とバッセ氏は語る。
　実は映画における4 Kの解像度は
4096×2160で、ITU（国際電気通信連合）

1935年、フォックスフィルムと20世紀映画が
合併して設立。ハリウッドの6大スタジオの1つ
として数々の大ヒット映画を制作してきたほ
か、1950年代には横幅の長いシネマスコープ
と呼ばれる画像サイズを初めて開発、2009年
に世界興行収入1位を記録した『アバター』で
は3D映画の可能性を切り拓くなど、映画の発
展に貢献してきた。

20世紀フォックス
20世紀フォックスは、『スター・ウォーズ』『タイタニック』『アバター』『猿の

惑星』など誰もが知っている大作から『キングスマン』『デッドプール』のよ

うなカルト的人気を誇る作品まで、数多くの映画を世に出してきた。同社

CTO（最高技術責任者）のハノ・バッセ（Hanno Basse）氏の「重要なのは、

これまでも、これからも、ストーリーだ」という言葉には、82年にもわたっ

て名作を作り続けてきた同社の歴史の重みが感じられる。デジタル化が進

む映画業界の現状とその未来について、バッセ氏に語っていただいた。

『WinWin』（ファーウェイ刊）編集部　ゲイリー・メイドメント（Gary Maidment）

※1米ドル＝112円換算
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ファーウェイとインテルの技術で
ボトルネックを解消

演算性能を3倍に向上
イノベーションを加速

WINNERS

1

2

社会に資する科学を支えるHPC

　デンマーク工科大学（DTU ：Dan-

marks Tekniske Universitet）は、電
磁気学の礎を築いた同国の偉大な科学
者ハンス・クリスティアン・エルステッド
（Hans Christian Ørsted）が1829年

に創立した、欧州屈指の工科大学だ。
創立以来約2世紀にわたり、自然科学
と工学によって社会に価値を生み出す
というエルステッドのビジョンを実現す
ることに尽力してきた。DTUは社会にとっ
ての有用性に基づいて有望な研究領域
を判断し、原子スケール材料の分析から

量子物理、再生エネルギーまで、重大
な課題と明確な応用可能性のある基礎
科学に注力している。
　材料科学の分野では、電子構造理論に
より材料の性質を理解し、そこでの発見を
もとに新たな機能的ナノ構造の設計を目
指している。材料の応用環境が複雑さを

クラスターの構築のための最適解だと
判断したのだ。
　ファーウェイとインテルはHPCの分野
で長期にわたって協業してきた。その
パートナーシップを活かし、2社はDTU

の大規模な科学研究のニーズを現在か
ら将来にわたって満たすために、インテ
ル® Omni-Path アーキテクチャー（イン
テル® OPA）と、ファーウェイのX6800高
密度サーバーによって高性能、高効率で
拡張性の高いスーパーコンピューティン
グクラスターを構築した。

　2016年12月に稼働を開始した次世代
のNiflheimクラスターはその後も拡張
を続け、2017年12月現在、ファーウェイ

※FLOPS（Floating-point Operations Per Second、
フロップス）は、浮動小数点数演算と呼ばれる計算処理
を1秒間に何回行うことができるかを示す指標。1テラ
FLOPSは1秒間に1兆回、1ペタFLOPSは1秒間に1,000
兆回の演算が可能。スーパーコンピューターの性能ラン
キング『TOP500』最新版（2017年11月）で1位の中国の
『神威・太湖之光』は125ペタFLOPS、10位の日本の『京』
は11ペタFLOPSの演算性能を持つ。

X6800高密度サーバー（XH620 V3ノードを8機搭載）

増すにつれ、材料性能研究の難易度は
高くなってきている。研究には新材料の
構造、強度、特徴の解析が必要で、莫
大な量のデータを扱う複雑な計算とシ
ミュレーションを要する。そのため、HPC

（ハイパフォーマンスコンピューティング）
のリソースがきわめて重要だ。
　新材料の発見から応用までの時間を短
縮し、先進的な研究をリードし続けるた
め、DTUは同大学の原子スケール材料設
計センター（CAMD：Computational 

Atomic-scale Materials Design）に設
置されているスーパーコンピューティング
クラスター『Niflheim（ニヴルヘイム）』の
拡張と更新に着手した。

　2009年から2015年にかけて構築
された既存のN i f l h e i mクラスター
は、一世代かそれ以上前のハードウェ
アで構成されており、最大演算性能は
73テラFLOPS※、メモリ容量も少なく、
ネットワークは狭帯域でレイテンシー
が高かった。古いクラスターでは、より
多くの計算リソースを要するシミュレー
ションテストの要件を満たすことができ
ず、研究効率向上の深刻なボトルネッ
クとなっていた。
　D T Uは新たなスーパーコンピュー
ティングシステムを構築してNiflheimク
ラスターの計算リソースとパフォーマン
スを増強するとともに、このクラスターが
将来的な技術革新とクラスタースケー
ルの拡張に対応できるようにしたいと考
えた。そこで、全体的なパフォーマンス、
製品の品質、サービス能力などの観点
からさまざまなソリューションを検討。
EUの入札制度を通じ、最終的にファー
ウェイとインテルをベンダーとして選択した。
2社の革新的な技術とコンピューティン
グ製品が、次世代コンピューティング

最高級のパフォーマンスでコンピューティング効率を向上 高密度構成で管理と拡張が容易に

とインテルはNiflheim の全866ノードの
うち192ノードを構成し、162テラFLOPS

の演算性能を追加して、クラスター全体
の演算性能は235テラFLOPSに達した。
これにより、より多くの研究者がスーパー
コンピューターを利用した研究に取り組
めるようになったうえ、計算にかかる時
間は大幅に短縮された。
　業界をリードする2社の技術で実現した
新たなNiflheim は、DTUが目指してきた
社会に価値を生み出すイノベーションを、
今後さらに加速していくだろう。

● インテル® Xeon® E5-2600 v4シリーズのプロセッサーにより、
　1ノードあたり845ギガFLOPSの計算能力を実現

● 256GBのDIMMと240GBのSSDにより、I/Oボトルネックを取り除き、
　高速のデータキャッシングでデータ処理効率を向上

● インテル® OPAにより、2レイヤーのFat Tree構造のファブリックを構築し、
　100Gbpsのネットワーク帯域とエンドツーエンドでわずか910ナノ秒の低遅延を実現

● 電源ユニットとファンモジュールを複数のノードで共有するとともに、ファーウェイ
　DEMT （Dynamic Energy Management Technology）により、
　システムの電力消費を10％以上低減

● 4Uシャーシに8つの2ソケットノードを
　格納し、通常の1Uラックサーバーの2倍の
　高密度を実現、ラックスペースの活用効率を
　大幅に向上

● 管理ネットワークポートの集約により、
　一元的な管理を実現し、ケーブル数を削減

● モジュラー設計を採用し、すべての主要な
　コンポーネントのホットスワップを可能に
　することで、O&M効率を大幅に向上

デンマーク工科大学を支える
ファーウェイとインテルのHPC

先端科学で価値創出を目指す

Photo: DTU

ファーウェイはインテルをはじめとする業
界屈指のパートナーとともに、HPC分野
のイノベーションを進めています。2017

年6月にはドイツ・ミュンヘンのオープン
ラボ内にHPCグローバルセンターをオー
プンしました。同センターでは、HPCを
核に、クラウド、AIなどの関連分野を活
かした産業向けソリューションをパート
ナー各社とともに開発しています。
ファーウェイのHPCソリューションは、
スーパーコンピューターの性能ランキン
グ『TOP500』最新版（2017年11月）に
ランクインしている20のHPCシステムで
採用されています。

2017年6月、ドイツ・フランクフルトで開催された国
際スーパーコンピューティング会議（International 
Supercomputing Conference）でHPCグローバル
センターの開設を発表
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デジタル化時代における
安全・安心な社会を目指して
ファーウェイの協調型パブリックセーフティソリューション

『myResponder』の提供を開始して以
来、登録市民によって多くの人命が救
われてきた。
　こうした連携を可能にするためには、
固定電話や携帯電話の通話、動画、
GPSの位置情報、IoTセンサーを搭載し
た数百万のモノから得られるデータな
ど、さまざまなタイプのデジタルデータを
即座に共有・分析できる共通の技術プ
ラットフォームが不可欠だ。ここでもまた、
サイロ化した組織・システムの統合が有
効になる。

　デジタル化時代の犯罪に対応するた
めには、警察当局は組織の壁を越えた
連携を強化し、地域コミュニティとも緊
密に協調しなければならない。統合され
た技術プラットフォームはこうした連携
の効果を何倍にも高めることができる。
そこでファーウェイは、協調型パブリック
セーフティを提唱し、すべてが“つながっ
た”社会において安心・安全を実現する
ためのC-C4ISRソリューションを提供し
ている。
　C4ISRとは、安全保障におけるCom-

mand（指揮）、Control（統制）、Com-

munication（通信）、Computer（コン
ピューター）の4C、Intelligence（情報）、
Surveillance（監視）、Reconnaissance

（偵察）を表す略語だが、ファーウェイの

C-C4ISRソリューションはこのそれぞれに
Collaborative（協調型）を冠したもので、
以下の6要素からなる。

●協調型指揮統制（Collaborat ive 

Command and Control）：単一の窓口
でさまざまなチャネルからの通報に対応
し、複数の機関間で情報を共有して連
携できる統合型コマンドセンターを実現
●協調型通信（Collaborative Com-

munication）：LTEによるモバイルブロー
ドバンド通信をベースに、音声通話によ
る通報、アプリからの通報、警察の無線
機器からの連絡、監視カメラの映像、位
置情報など異なるタイプのデータを一元
的に管理できるプラットフォームを構築
●協調型クラウド（Collaborative Cloud）：
4つめのC（Computer）をCloudに置き
換え、各地域のニーズに合わせたアプリ
ケーションやリソースをクラウドで提供
●協調型情報管理（Collaborative 

Intelligence）：パブリックセーフティに関
連するビッグデータを一元的に管理・分
析し、多様な用途に活用可能な形で提供
●協調型監視（Collaborative Surveil-

lance）：異なるメーカーの監視カメラ
からのデータを一元的に管理・分析する

　デジタル技術は世界中でビジネスと経
済を変革しているが、同時に犯罪にも変
革をもたらしている。多くの政府や企業
がサイバーセキュリティ能力の向上に尽
力しているものの、サイバー攻撃の手法
はそれを上回る速度で洗練度を増して
いる。犯罪者は、ソーシャルネットワーク
やモバイルコンピューティング、クラウド、
ビッグデータといったテクノロジーを採
り入れ、犯罪を進化させているのだ。
　国際刑事警察機構（ ICPO）はサイ
バー犯罪を2つに分類している。1つは、
ハッキング、マルウェアによる攻撃、
DDOS、ランサムウェアなど、コンピュー
ターのハードウェア・ソフトウェアを攻撃
対象とした「先進的サイバー犯罪（ad-

vanced cybercrime）」、もう1つは窃
盗、詐欺、テロなどの従来型犯罪にテク
ノロジーを悪用し、より高度な攻撃を可
能にしている「サイバー利用犯罪（cyber-

enabled crime）」だ。社会の安全を守
る上では、この両方に対処しなければな
らない。
　テロリスト組織はいまや地理的な制約
に縛られることなく、デジタルなプラット
フォームを利用して、同じ思想を持つ世
界中のテロリストたちのエコシステムを
形成している。2000年代後半に「オペ
レーションアキレス」と名づけられた国際
捜査で世界各国の児童ポルノ制作者が
検挙されたことで明らかになったように、

子どもの性的搾取犯罪もグローバルに
ネットワーク化されている。ハッカーグ
ループ「リザードスクワッド（L i z a rd  

Squad）」のような、サイバー攻撃をサービ
スとして提供する（Attack-as-a-Service）
組織もある。
　筆者はシンガポール警察で10年以上
キャリアを積み、捜査官からIT部門の
トップとなった後、20年近くにわたりIT

企業でパブリックセーフティ向け技術に
携わってきた。こうした経験から得られ
た結論は、適切な技術を活用した緊密
な連携が、21世紀における犯罪対策の
カギとなるということだ。
　パブリックセーフティもデジタル変革
を遂げなければ、デジタル化した脅威に
打ち勝つことはできない。

　その第一歩は、パブリックセーフティ
に関わる機関どうしの連携を強化するこ
とだ。これは簡単なことに思えるかもし
れないが、実際にはきわめて難しい。
　まず、パブリックセーフティが扱う事
象はきわめて広範囲にわたる。テロ攻撃
や路上犯罪、交通事故もあれば、ビザ申
請や入国管理もあり、さらにはマネーロ
ンダリングのようなホワイトカラー犯罪、
パンデミック（疫病の流行）のようなパブ
リックヘルス上の緊急事態、地震やハリ
ケーンなどの自然災害までもが対象とな
る。そのため、「パブリックセーフティ」と一
言でいっても、そこには多数の機関が関

動画クラウドを提供
●協調型偵察（Collaborative Recon-

naissance）：ファーウェイのOcean-

Connect IoTプラットフォームにより、さ
まざまなモノから得られるデータを一元
的に管理・分析し、多様な用途に活用可
能な形で提供

　同ソリューションには、クラウド－パイ
プ（ネットワーク）－デバイスをエンドツー
エンドでカバーするファーウェイの強みが
活かされている。動画や大量のデータの
伝送には高速で大容量の接続が必須だ
が、これまで音声通話を中心とした警察
の通信に用いられてきたP25やTETRAと
いった狭帯域の無線通信ではこうした需
要に対応できない。ファーウェイはLTE

ベースのブロードバンド接続を提供する
とともに、あらゆる形式のデータを1台で
処理できる統合型端末も用意している。
また、大量の動画データから必要な映
像だけを抽出・圧縮する動画シノプシス
や、動画データを既存のFTPの7倍の速
度で伝送できるSmartTransなどの動
画処理技術も活用している。さまざまな
ICTの業界標準に準拠しているため、数
百におよぶ世界の主要なプロバイダーの

わらざるをえない。
　加えて、脅威の管理は通常、「防犯（発
生を未然に防ぐ）」「探知（発生した事象を
検知する）」「対応（発生した事象に対し適
切な対応をとる）」「復旧（安全な状態に回
復させる）」という4フェーズに分かれ、各
フェーズでさまざまな処理を必要とする。
しかし、多数の機関がそれぞれの処理の
ために異なるシステムを導入し、ばらばら
に運用しているのが実状だ。平均的な大
都市では、パブリックセーフティに関わる
ITシステムが100近く存在している。
　このように組織・システム間でサイロ
化して、孤立してしまったデータを共有
し、連携を実現するのは容易なことでは
ないが、成功事例もある。フィンランド警
察は8年間かけてさまざまな既存のITシ
ステムをV I TJ Aという1つのプラット
フォームに統合した。米国ではシカゴ警
察が10年を費やして80以上ものシステ
ムをCLEARというプラットフォームに統
合し、これによって警察は容疑者のあだ
名やタトゥーだけを手がかりに300万件
の逮捕記録を検索できるようになった。
こうした統合は長い時間を要するが、長
期的に大きなメリットをもたらす。

　次に重要になるのが、地域コミュニティ

との連携だ。ネットワーク化が進む犯罪
には、警察当局の力だけで立ち向かうこ
とはできない。悪意のネットワークに対抗
するには、善意のネットワークが必要な
のだ。2013年のボストンマラソンにおけ
る爆破事件で、警察が犯人を確保するに
あたって、現場付近で一般の人たちが撮
影していた写真や動画が大きな助けと
なったことは記憶に新しい。犯罪者がテ
クノロジーを利用するのと同じく、市民と
の連携においてもテクノロジーが本領を
発揮する。
　脅威の探知の段階でテクノロジーを
活用している一例として、中国黒龍江
省の斉斉哈爾（チチハル）で行われてい
るタクシーに監視カメラを搭載する取り
組みがある。監視カメラをあらゆる場所
に設置するのは手間もコストもかかる
が、街中を走行しているタクシーの多く
にはすでに交通事故対策としてドライブ

レコーダーが搭載されている。斉斉哈爾
では市内の5,000台のタクシーに搭載さ
れたドライブレコーダーをネットワークに
接続し、犯罪や緊急事態が発生すると、
警察が現場付近のタクシーが撮影する
動画をリアルタイムで確認できるシステ
ムを構築している。
　シンガポールの民間防衛庁（Civ i l  

Defense Force）が提供するスマート
フォンアプリ『myResponder』も、対応
の段階においてデジタルの力で善意の
ネットワークを活用している好例だ。街
中で心臓発作を起こした人をこのアプリ
で通報すると、400m以内にいる心肺蘇
生のトレーニングを受けたボランティア
市民にアラートが送られ、患者の位置と
最寄りのAEDの場所が示される。心臓
発作は蘇生が1分遅れるごとに生存率
が7～10％下がると言われており、一刻
も早い措置が求められる。2015年に

関連アプリケーションと統合が可能と
なっている。

　進化を続ける脅威の一歩先を行くに
は、さらに新しい技術にも目を向けなく
てはならない。ロボティクス、AI、機械学
習はいずれも重要な新技術だ。ただし、
組織犯罪やテロから事故、自然災害ま
で多岐にわたる脅威から市民を守るに
は、最前線にいる警察官や警備員の知
能と経験、直感が欠かせない。そのため、
ロボットやAIが人間に取って替わること
はなく、ルーティン業務や自動化が容易
な活動、ビッグデータ解析、人間にはリ
スクが高すぎたり、人間の能力では不可
能な活動において人間を補助する役割
を果たすことになるだろう。
　防犯の段階では、人の顔やナンバー
プレート、行動や事件の認知・評価をす
るパトロール用ロボットや、死角の多い
高層ビルの集まるエリアで空中からパト
ロールを行うドローンなどが役立つ。ま
た、危険物の運搬車両が犯罪者に武器
として使われたり、事故に遭って深刻な
危険をもたらしたりすることがあるが、コ
ネクテッドデバイス／システムと高度な
アナリティクスを併用すれば、有事の際
に警察が車両のエンジンを遠隔で停止
して被害を防ぐことができる。
　探知の段階では、EUで実施されてい
る『eCall 112』のように、コネクテッド
カーが事故を自動で通報するシステム
の普及が期待される。緊急通報のスク
リーニングにAIを活用し、通報を緊急性
に応じて優先順位づけし、いたずらや重
複通報の順位を下げるといったことも考
えられる。
　対応の段階では、ビッグデータ解析に
よって群衆の行動や災害の発生状況な
どのシミュレーションを行えば、より精確
な対応で人命や財産を保護することが
可能になる。爆弾や危険物質の撤去と

いった人間が対応するには危険すぎる状
況でも、ロボットやドローンが活躍する。
　AR/VRも今後のパブリックセーフティ
を大きく変えるだろう。警察官がパト
カーでパトロールをする際に、車載のカ
メラが撮影した建物や車、通行人の画
像を認識・解析し、関連する情報がAR

でフロントガラスに映し出されれば、警
察官は安全のための的確な判断を迅速
に行うことができる。VRがあれば、指揮
官が夜中にあわててコマンドセンターや
事件現場に駆けつける必要もなくなる。
H M Dを装着して仮想のコマンドセン
ターに瞬時に入り込み、リアルタイムの
位置情報や監視カメラ映像、ビッグデー
タにアクセスして、他のスタッフとやりと
りすればよいのだ。

　パブリックセーフティのための技術活
用を進める過程で、常に議論を続けなけ
ればならないのが、プライバシーの問題
だ。情報の共有と連携を基盤とする協
調型パブリックセーフティは、地域コミュ
ニティとの信頼関係がなければ成り立た
ない。警察と政府は、法律、政策、ガバ
ナンス、コンプライアンス、監査証跡（シ
ステムの処理記録）管理をしっかりと整
備し、市民のプライバシー保護を保証す
る義務を負うが、一方で脅威に対抗する
ためには保護された個人情報のソース
の一部にアクセスできるような仕組みも
必要になる。
　プライバシーだけを優先させれば、犯
罪者が優位に立ってしまう。セキュリティ
だけを優先させれば、市民の不信感は
募り、犯罪者と戦うどころではなくなっ
てしまう。プライバシーとセキュリティの
バランスには決して絶対的な正解はな
く、あらゆる関係者が関与してその社
会やコミュニティにおけるその時点での
最適解を探り続けなければならない。

　ファーウェイは各国・地域の法規制と
慣習に適合したパブリックセーフティソ
リューションを提供している。だがどんな
場合でもシステムのセキュリティは後付
けではなく、開発・設計段階からデリバ
リーに至るまでエンドツーエンドに統合
し、堅牢性を保証したうえで、個別の運
用ニーズを満たしている。

　パブリックセーフティの追求は、経済
的繁栄にもつながる。ケニヤの取り組み
がその好例だ。
　観光が農業に次ぐ第2の外貨収入源
である同国だが、近年は治安の悪化が
観光業に陰りを落としていた。そこで、
ファーウェイは現地の通信事業者サ
ファリコム（Safaricom）とともに、2大
都市ナイロビとモンバサにおいて、警
察、消防、交通、医療を管轄する各機
関のリソースを統合するデジタルプラッ
トフォームを構築した。これにより各機
関を分断していた情報サイロを取り除
き、1万8,000人の警察官が情報共有の
優れたツールを手に入れることができ
た。ケニア警察によれば、このソリュー
ションの導入後1年間で2都市の犯罪発
生率は46％低下したという。観光業は
大幅に持ち直し、ホテルの稼働率も前
年から18％上昇した。
　都市の状況は国全体の経済を左右す
る。世界各国でスマートシティプロジェ
クトが推進されているが、スマートシティ
は安全が確保されて初めて成立するも
のだ。スマートシティに先立つセーフシ
ティの実現が、各国政府の喫緊の課題
となる。80か国、200以上の都市でセー
フシティソリューションを提供するファー
ウェイは、組織間の連携、地域コミュニ
ティとの連携を可能にする協調型パブ
リックセーフティによって、今後もデジタ
ル化社会における安全・安心な暮らしの
実現に貢献していく。

シンガポール警察の捜査官、防犯・地域警察責
任者、広報担当者、訓練部門責任者などを経て、
コンピューターシステム部門責任者として同警察
のIT化を推進。システムインテグレーターにて政
府機関向けシステムの導入に携わったのち、サン・
マイクロシステムズおよびオラクルで15年間にわ
たってパブリックセーフティ部門のグローバル責
任者を務め、世界各国の政府機関や警察におけ
るパブリックセーフティプロジェクトを数多く成功
させた。2016年、グローバルチーフパブリックセー
フティエキスパートとしてファーウェイに入社。警
察での経験とICTに関する知見、業界での人脈を
活かし、経験豊富な専門家を結集したパブリック
セーフティコンサルティング・プランニングチーム
を率いる。シンガポール国立大学を首席で卒業、
英リーズ大学でMBAを取得、シンガポールのナン
ヤンポリテクニックでeコマースのスペシャリスト
ディプロマを取得。サイバースペース犯罪対策協
会（Society for the Policing of Cyberspace）
バイスプレジデント、国際組織犯罪対策イニシア
ティブ（Global Initiative Against Transnational 
Organized Crime）エキスパート。

ファーウェイ
グローバルチーフ
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『myResponder』の提供を開始して以
来、登録市民によって多くの人命が救
われてきた。
　こうした連携を可能にするためには、
固定電話や携帯電話の通話、動画、
GPSの位置情報、IoTセンサーを搭載し
た数百万のモノから得られるデータな
ど、さまざまなタイプのデジタルデータを
即座に共有・分析できる共通の技術プ
ラットフォームが不可欠だ。ここでもまた、
サイロ化した組織・システムの統合が有
効になる。

　デジタル化時代の犯罪に対応するた
めには、警察当局は組織の壁を越えた
連携を強化し、地域コミュニティとも緊
密に協調しなければならない。統合され
た技術プラットフォームはこうした連携
の効果を何倍にも高めることができる。
そこでファーウェイは、協調型パブリック
セーフティを提唱し、すべてが“つながっ
た”社会において安心・安全を実現する
ためのC-C4ISRソリューションを提供し
ている。
　C4ISRとは、安全保障におけるCom-

mand（指揮）、Control（統制）、Com-

munication（通信）、Computer（コン
ピューター）の4C、Intelligence（情報）、
Surveillance（監視）、Reconnaissance

（偵察）を表す略語だが、ファーウェイの

C-C4ISRソリューションはこのそれぞれに
Collaborative（協調型）を冠したもので、
以下の6要素からなる。

●協調型指揮統制（Collaborat ive 

Command and Control）：単一の窓口
でさまざまなチャネルからの通報に対応
し、複数の機関間で情報を共有して連
携できる統合型コマンドセンターを実現
●協調型通信（Collaborative Com-

munication）：LTEによるモバイルブロー
ドバンド通信をベースに、音声通話によ
る通報、アプリからの通報、警察の無線
機器からの連絡、監視カメラの映像、位
置情報など異なるタイプのデータを一元
的に管理できるプラットフォームを構築
●協調型クラウド（Collaborative Cloud）：
4つめのC（Computer）をCloudに置き
換え、各地域のニーズに合わせたアプリ
ケーションやリソースをクラウドで提供
●協調型情報管理（Collaborative 

Intelligence）：パブリックセーフティに関
連するビッグデータを一元的に管理・分
析し、多様な用途に活用可能な形で提供
●協調型監視（Collaborative Surveil-

lance）：異なるメーカーの監視カメラ
からのデータを一元的に管理・分析する

　デジタル技術は世界中でビジネスと経
済を変革しているが、同時に犯罪にも変
革をもたらしている。多くの政府や企業
がサイバーセキュリティ能力の向上に尽
力しているものの、サイバー攻撃の手法
はそれを上回る速度で洗練度を増して
いる。犯罪者は、ソーシャルネットワーク
やモバイルコンピューティング、クラウド、
ビッグデータといったテクノロジーを採
り入れ、犯罪を進化させているのだ。
　国際刑事警察機構（ ICPO）はサイ
バー犯罪を2つに分類している。1つは、
ハッキング、マルウェアによる攻撃、
DDOS、ランサムウェアなど、コンピュー
ターのハードウェア・ソフトウェアを攻撃
対象とした「先進的サイバー犯罪（ad-

vanced cybercrime）」、もう1つは窃
盗、詐欺、テロなどの従来型犯罪にテク
ノロジーを悪用し、より高度な攻撃を可
能にしている「サイバー利用犯罪（cyber-

enabled crime）」だ。社会の安全を守
る上では、この両方に対処しなければな
らない。
　テロリスト組織はいまや地理的な制約
に縛られることなく、デジタルなプラット
フォームを利用して、同じ思想を持つ世
界中のテロリストたちのエコシステムを
形成している。2000年代後半に「オペ
レーションアキレス」と名づけられた国際
捜査で世界各国の児童ポルノ制作者が
検挙されたことで明らかになったように、

子どもの性的搾取犯罪もグローバルに
ネットワーク化されている。ハッカーグ
ループ「リザードスクワッド（L i z a rd  

Squad）」のような、サイバー攻撃をサービ
スとして提供する（Attack-as-a-Service）
組織もある。
　筆者はシンガポール警察で10年以上
キャリアを積み、捜査官からIT部門の
トップとなった後、20年近くにわたりIT

企業でパブリックセーフティ向け技術に
携わってきた。こうした経験から得られ
た結論は、適切な技術を活用した緊密
な連携が、21世紀における犯罪対策の
カギとなるということだ。
　パブリックセーフティもデジタル変革
を遂げなければ、デジタル化した脅威に
打ち勝つことはできない。

　その第一歩は、パブリックセーフティ
に関わる機関どうしの連携を強化するこ
とだ。これは簡単なことに思えるかもし
れないが、実際にはきわめて難しい。
　まず、パブリックセーフティが扱う事
象はきわめて広範囲にわたる。テロ攻撃
や路上犯罪、交通事故もあれば、ビザ申
請や入国管理もあり、さらにはマネーロ
ンダリングのようなホワイトカラー犯罪、
パンデミック（疫病の流行）のようなパブ
リックヘルス上の緊急事態、地震やハリ
ケーンなどの自然災害までもが対象とな
る。そのため、「パブリックセーフティ」と一
言でいっても、そこには多数の機関が関

動画クラウドを提供
●協調型偵察（Collaborative Recon-

naissance）：ファーウェイのOcean-

Connect IoTプラットフォームにより、さ
まざまなモノから得られるデータを一元
的に管理・分析し、多様な用途に活用可
能な形で提供

　同ソリューションには、クラウド－パイ
プ（ネットワーク）－デバイスをエンドツー
エンドでカバーするファーウェイの強みが
活かされている。動画や大量のデータの
伝送には高速で大容量の接続が必須だ
が、これまで音声通話を中心とした警察
の通信に用いられてきたP25やTETRAと
いった狭帯域の無線通信ではこうした需
要に対応できない。ファーウェイはLTE

ベースのブロードバンド接続を提供する
とともに、あらゆる形式のデータを1台で
処理できる統合型端末も用意している。
また、大量の動画データから必要な映
像だけを抽出・圧縮する動画シノプシス
や、動画データを既存のFTPの7倍の速
度で伝送できるSmartTransなどの動
画処理技術も活用している。さまざまな
ICTの業界標準に準拠しているため、数
百におよぶ世界の主要なプロバイダーの

わらざるをえない。
　加えて、脅威の管理は通常、「防犯（発
生を未然に防ぐ）」「探知（発生した事象を
検知する）」「対応（発生した事象に対し適
切な対応をとる）」「復旧（安全な状態に回
復させる）」という4フェーズに分かれ、各
フェーズでさまざまな処理を必要とする。
しかし、多数の機関がそれぞれの処理の
ために異なるシステムを導入し、ばらばら
に運用しているのが実状だ。平均的な大
都市では、パブリックセーフティに関わる
ITシステムが100近く存在している。
　このように組織・システム間でサイロ
化して、孤立してしまったデータを共有
し、連携を実現するのは容易なことでは
ないが、成功事例もある。フィンランド警
察は8年間かけてさまざまな既存のITシ
ステムをV I TJ Aという1つのプラット
フォームに統合した。米国ではシカゴ警
察が10年を費やして80以上ものシステ
ムをCLEARというプラットフォームに統
合し、これによって警察は容疑者のあだ
名やタトゥーだけを手がかりに300万件
の逮捕記録を検索できるようになった。
こうした統合は長い時間を要するが、長
期的に大きなメリットをもたらす。

　次に重要になるのが、地域コミュニティ

との連携だ。ネットワーク化が進む犯罪
には、警察当局の力だけで立ち向かうこ
とはできない。悪意のネットワークに対抗
するには、善意のネットワークが必要な
のだ。2013年のボストンマラソンにおけ
る爆破事件で、警察が犯人を確保するに
あたって、現場付近で一般の人たちが撮
影していた写真や動画が大きな助けと
なったことは記憶に新しい。犯罪者がテ
クノロジーを利用するのと同じく、市民と
の連携においてもテクノロジーが本領を
発揮する。
　脅威の探知の段階でテクノロジーを
活用している一例として、中国黒龍江
省の斉斉哈爾（チチハル）で行われてい
るタクシーに監視カメラを搭載する取り
組みがある。監視カメラをあらゆる場所
に設置するのは手間もコストもかかる
が、街中を走行しているタクシーの多く
にはすでに交通事故対策としてドライブ

レコーダーが搭載されている。斉斉哈爾
では市内の5,000台のタクシーに搭載さ
れたドライブレコーダーをネットワークに
接続し、犯罪や緊急事態が発生すると、
警察が現場付近のタクシーが撮影する
動画をリアルタイムで確認できるシステ
ムを構築している。
　シンガポールの民間防衛庁（Civ i l  

Defense Force）が提供するスマート
フォンアプリ『myResponder』も、対応
の段階においてデジタルの力で善意の
ネットワークを活用している好例だ。街
中で心臓発作を起こした人をこのアプリ
で通報すると、400m以内にいる心肺蘇
生のトレーニングを受けたボランティア
市民にアラートが送られ、患者の位置と
最寄りのAEDの場所が示される。心臓
発作は蘇生が1分遅れるごとに生存率
が7～10％下がると言われており、一刻
も早い措置が求められる。2015年に

関連アプリケーションと統合が可能と
なっている。

　進化を続ける脅威の一歩先を行くに
は、さらに新しい技術にも目を向けなく
てはならない。ロボティクス、AI、機械学
習はいずれも重要な新技術だ。ただし、
組織犯罪やテロから事故、自然災害ま
で多岐にわたる脅威から市民を守るに
は、最前線にいる警察官や警備員の知
能と経験、直感が欠かせない。そのため、
ロボットやAIが人間に取って替わること
はなく、ルーティン業務や自動化が容易
な活動、ビッグデータ解析、人間にはリ
スクが高すぎたり、人間の能力では不可
能な活動において人間を補助する役割
を果たすことになるだろう。
　防犯の段階では、人の顔やナンバー
プレート、行動や事件の認知・評価をす
るパトロール用ロボットや、死角の多い
高層ビルの集まるエリアで空中からパト
ロールを行うドローンなどが役立つ。ま
た、危険物の運搬車両が犯罪者に武器
として使われたり、事故に遭って深刻な
危険をもたらしたりすることがあるが、コ
ネクテッドデバイス／システムと高度な
アナリティクスを併用すれば、有事の際
に警察が車両のエンジンを遠隔で停止
して被害を防ぐことができる。
　探知の段階では、EUで実施されてい
る『eCall 112』のように、コネクテッド
カーが事故を自動で通報するシステム
の普及が期待される。緊急通報のスク
リーニングにAIを活用し、通報を緊急性
に応じて優先順位づけし、いたずらや重
複通報の順位を下げるといったことも考
えられる。
　対応の段階では、ビッグデータ解析に
よって群衆の行動や災害の発生状況な
どのシミュレーションを行えば、より精確
な対応で人命や財産を保護することが
可能になる。爆弾や危険物質の撤去と

いった人間が対応するには危険すぎる状
況でも、ロボットやドローンが活躍する。
　AR/VRも今後のパブリックセーフティ
を大きく変えるだろう。警察官がパト
カーでパトロールをする際に、車載のカ
メラが撮影した建物や車、通行人の画
像を認識・解析し、関連する情報がAR

でフロントガラスに映し出されれば、警
察官は安全のための的確な判断を迅速
に行うことができる。VRがあれば、指揮
官が夜中にあわててコマンドセンターや
事件現場に駆けつける必要もなくなる。
H M Dを装着して仮想のコマンドセン
ターに瞬時に入り込み、リアルタイムの
位置情報や監視カメラ映像、ビッグデー
タにアクセスして、他のスタッフとやりと
りすればよいのだ。

　パブリックセーフティのための技術活
用を進める過程で、常に議論を続けなけ
ればならないのが、プライバシーの問題
だ。情報の共有と連携を基盤とする協
調型パブリックセーフティは、地域コミュ
ニティとの信頼関係がなければ成り立た
ない。警察と政府は、法律、政策、ガバ
ナンス、コンプライアンス、監査証跡（シ
ステムの処理記録）管理をしっかりと整
備し、市民のプライバシー保護を保証す
る義務を負うが、一方で脅威に対抗する
ためには保護された個人情報のソース
の一部にアクセスできるような仕組みも
必要になる。
　プライバシーだけを優先させれば、犯
罪者が優位に立ってしまう。セキュリティ
だけを優先させれば、市民の不信感は
募り、犯罪者と戦うどころではなくなっ
てしまう。プライバシーとセキュリティの
バランスには決して絶対的な正解はな
く、あらゆる関係者が関与してその社
会やコミュニティにおけるその時点での
最適解を探り続けなければならない。

　ファーウェイは各国・地域の法規制と
慣習に適合したパブリックセーフティソ
リューションを提供している。だがどんな
場合でもシステムのセキュリティは後付
けではなく、開発・設計段階からデリバ
リーに至るまでエンドツーエンドに統合
し、堅牢性を保証したうえで、個別の運
用ニーズを満たしている。

　パブリックセーフティの追求は、経済
的繁栄にもつながる。ケニヤの取り組み
がその好例だ。
　観光が農業に次ぐ第2の外貨収入源
である同国だが、近年は治安の悪化が
観光業に陰りを落としていた。そこで、
ファーウェイは現地の通信事業者サ
ファリコム（Safaricom）とともに、2大
都市ナイロビとモンバサにおいて、警
察、消防、交通、医療を管轄する各機
関のリソースを統合するデジタルプラッ
トフォームを構築した。これにより各機
関を分断していた情報サイロを取り除
き、1万8,000人の警察官が情報共有の
優れたツールを手に入れることができ
た。ケニア警察によれば、このソリュー
ションの導入後1年間で2都市の犯罪発
生率は46％低下したという。観光業は
大幅に持ち直し、ホテルの稼働率も前
年から18％上昇した。
　都市の状況は国全体の経済を左右す
る。世界各国でスマートシティプロジェ
クトが推進されているが、スマートシティ
は安全が確保されて初めて成立するも
のだ。スマートシティに先立つセーフシ
ティの実現が、各国政府の喫緊の課題
となる。80か国、200以上の都市でセー
フシティソリューションを提供するファー
ウェイは、組織間の連携、地域コミュニ
ティとの連携を可能にする協調型パブ
リックセーフティによって、今後もデジタ
ル化社会における安全・安心な暮らしの
実現に貢献していく。
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パブリックセーフティへの
活用が期待される新技術
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低電力の接続を可能にするLPWA
NB-IoTはカバレッジと
信頼性が強み

スマートフォンの次に来る
IoTのコミュニケーション革命

すべてのモノがつながる
IoT普及後の生活

IoT時代に必要な常時・単体接続
IoTの可能性を
最大限に広げるNB-IoT

NB - IoTが実現するすべてがつながった世界

これまで外部とつながることすら考えら
れなかった日常の製品が次 と々ネットに
つながり、情報収集と解析、ユーザーへ
のアドバイスを行ってくれる。展示会取
材を繰り返し、SF映画の世界が現実の
ものになるような光景を目の当たりにす
ると、IoTの無限の可能性が肌で感じら
れるのである。
　かつて、海に出た漁師は港に戻って
からその日に取った魚を売りさばかなく
てはならなかった。しかし、携帯電話に
よって、漁の直後から市場と価格交渉
をすることが可能になった。やがてス
マートフォンを持つことで、相場の確認
や売り先の新規開拓も容易になった。さ
らに、IoTの普及が進めば、その日の天
気や海水温から漁の出来を予測し、船
のコンディションを常時監視することで
燃料切れやエンジントラブルを未然に防
いでくれるだろう。IoTは一過性のブー
ムではなく、スマートフォン登場の次に
来る、コミュニケーション革命を引き起
こすものになるのだ。

　IoTの普及は消費者の目に直接触れ
ない部分から始まり、いつしか身の回り
のあらゆるモノがインターネットに接続
されている、そんな時代を迎えるだろう。
IoTが当たり前のものとなる数年後には、
何もかもが自動化され、日常生活はいま
よりもさらに便利で快適になる。

　朝目覚めれば、ベッドのセンサーが身
体の動きを察知してキッチンのコーヒー
メーカーの電源を入れてくれる。なかな
か布団から出られなくても、腕時計で計
測した健康状態や睡眠状態から、部屋
のオーディオ機器がクラッシックやポッ
プスなど目覚めに最適な音楽を選択して
くれる。リビングに移動すると、大画面
TVにさまざまなデータが表示されてい
る。昨日までの電力や水道の利用量から
今月はやや使いすぎであることを確認。
玄関のドアの開閉記録を見ると、長男が
深夜に門限を破ってこっそり帰ってきた
様子――あとでひとこと言わなければ。
ペットの犬は明け方に1時間ほど散歩し
た後に戻り、いまは庭の犬小屋ですやす
やと寝ているようだ。出勤時間まではあ
と30分あるが、今朝は渋滞が激しいと警
告が出ているため、いつもより早めのバ
スに乗ったほうがいい。会社付近の降水
確率は40％なので傘は持たなくても済み
そうだ。
　バス停でバスを待っているとスマート
フォンに通知。水道水のろ過フィルター
が詰まり気味なのでオンラインで自動発
注したというお知らせだった。駅に着き、
電車の各車両の混雑率をスマートフォン
でチェック。朝のラッシュ時は100％以上
の混雑だが、ふと次の通勤特急の指定
席を見ると、自分が乗車する駅から空席
が1つ空くようだ。すかさず予約して座席
を確保、これで都内までは座って行ける。
会社の最寄り駅で下車すると予想に反
してにわか雨が降ってきたが、駅にある
シェア傘をスマートフォンで予約して利
用すれば濡れずに済む。
　将来の朝の生活像だけを見ても、IoT

が生活を豊かなものにしてくれることが
わかるだろう。しかし、その恩恵を受ける
のは消費者だけではない。道路の混雑
緩和やバス運行のコントロール、自動注
文による発注タイミングの解析から製品

生産スケジュールへのフィードバックな
ど、物流や生産現場、都市活動などあ
らゆる業種に利益をもたらしてくれるの
である。

　Gartnerによると、インターネットに接
続する端末やモノの数は2016年の63億
8,000万台から2017年には3割増となる
84億台に、そして2020年にはその約2.5

倍となる204億台になると予測されてい
る。身の回りを見ても、市場にはすでに
ネット接続機能を持った家電などが数
多く販売されている。だがほぼすべての
製品がWi-FiやBluetoothを内蔵したも
ので、ネットへのアクセスにはWi-Fiルー
ターやスマートフォンが必要になる。
　すでにスマートフォンやコンピュー
ターは24時間ネットへの常時接続が当
たり前になっており、情報やデータを絶
え間なく収集することが可能だ。一方、
データを取得・発信するモノの方は、現
時点では完全な常時接続を実現できて
いない。あらゆるモノがネットに常時接
続され、あらゆる場所からデータが取得
できるようになれば、それこそが真のビッ
グデータを生み出し、大きな社会利益を
もたらすだろう。すべてのモノがつながる
時代のIoT機器には常時接続性が必須
であり、そのためには単体でネットにアク
セスできる仕様が求められる。

　Wi-FiやBluetooth、あるいはZigbee

やZ-Waveといった近距離通信に替わり
注目を集めているのがL P W A（L o w  

Power Wide Area Network）である。
最大の特長はその名の通り低消費電力
であること、また長距離の通信が可能で
あることだ。さらには通信モジュールも

数百円程度と安価で、IoT製品への組み
込み用途に向いている。
　M2M向け用途としては、セルラー回
線を利用するLTE Cat.1やCat.0といっ
た規格が過去に制定されたものの、モ
ジュールの価格が下がらず普及は進ま
なかった。それに対して免許不要の周
波数帯域 I S M（ I n d u st r y  S c i e n ce  

Medical）バンドを使うSigfox、LoRaと
いったLPWA技術が登場し、ここ1～2

年で普及が広がっている。どちらも通信
速度は100bps～数10Kbpsと遅いが、
IoTでは少量のデータを長期間にわたっ
てやりとりする場合がほとんどで、高速
で大容量の通信は必要とされない。一
方、月額100円程度という低コストは

大きな武器になる。
　この2つの方式に対して、セルラー回
線を利用する規格として新たに登場した
のがNB-IoTである。LTEの周波数を利
用するため、SigfoxやLoRaのように新た
にネットワークを構築する必要はない。
N B - I o Tは通信方式の標準化機関
3GPPにより2016年にCat.NB1として制
定された規格であり、既存のLTEネット
ワーク設備のアップグレードで展開でき
る。すなわちすでにLTEのネットワークを
構築していれば、その全エリアで
NB-IoTの利用が可能になるのだ。スペ
インやドイツ、シンガポールなどNB-IoT

の商用サービスを開始している国の多く
で、国内全土がカバレッジエリアとなっ
ている。
　NB-IoTも通信速度を抑えることで超
低消費電力を実現している。180kHzと狭
い帯域幅を使い、速度は上り15.6kbps、
下り21.2kbps。通信モジュールは単3

電池2個で10年間利用できるとされる。
また、電波の到達範囲が広いことも強み
だ。そのため、これまで電力供給や電池
交換の問題から設置できなかったモノ
や、電波が届きにくくネットワークに接続
できなかったモノ、例えば小型のウェア
ラブル機器や山奥の川沿いに設置する

水位センサーなどにもN B - I o Tのモ
ジュールを搭載できるのだ。昨年策定さ
れたリリース14の規格では、電力消費を
抑えたまま通信速度を100kbps以上に
向上し、ファームウェアの更新など比較
的大きなデータのやりとりにも対応でき
るようになった。
　NB-IoTは既存のLTE回線を使うた
め、回線提供は主に既存の通信事業者
となる。長年にわたりセルラーネットワー
クの運用実績のある通信事業者が回線
を提供することから、ネットワークの安定
性や信頼性は高い。NB-IoTを使ったビ
ジネスを展開する業者は、回線部分につ
いては通信事業者に任せ、サービス提
供に専念することができる。通信料金も
安く、海外の通信事業者の中には、日本
円で月額100円台の低価格なプランをい
ち早く登場させたところもある。低コス
ト、低消費電力、広いカバレッジに加え、
信頼できるネットワークを利用できると
いう4つのアドバンテージをNB-IoTは
持っているのだ。

　NB-IoTの商用化は2018年から世界で
本格化すると見られている。ハードウェア

ベンダーによるNB-IoTのチップセットや
モジュールが出揃い、通信事業者側も
新たな収益源としてサービス展開を図ろ
うとしている。NB-IoTを利用したサービス
は中国で成功しているシェア自転車のよう
に、異業種とのコラボレーションによる新
たなマネタイズの可能性も秘めている。
　NB-IoTの活用先として最も期待され
ているのが、計測・制御機器などのセン
サーへの搭載だ。温度、湿度、騒音、振
動、CO2濃度計など、すでに多くのセン
サーが工場内や地域に設置されネット
ワークに接続されている。だが、Wi-Fiや
Bluetoothを経由するため、収集した
データはセンサー単体ではクラウドへ送
信できず、別途ネットワーク環境が必要
となる。さらには電源も必要だ。消費電
力の少ないBluetooth LEならコイン型
電池で2年程度寿命が持つ製品もある
が、電波の伝達距離は長くても数メート
ル。しかも距離が延びれば消費電力も上
がってしまう。
　これに対してNB-IoTの場合、LTEのカ
バレッジエリア内であれば単体で通信が
でき、別途Wi-Fi環境も必要ないため、
あらゆる場所に設置が可能となる。しか
も乾電池で数年以上駆動するのでメンテ
ナンスも実質的にフリーだ。河川の水位

監視といったセンサーの設置が困難な場
所への展開や、マンホールの防犯・安全
監視のように設置するにはコストの見合わ
なかった場所への応用なども可能になる。
　NB-IoTの展開は農業などスマート化
には遠い存在だった第一次産業の改革
ももたらしてくれる。土壌環境や雨量の
計測、あるいは家畜の健康状態の監視
など、NB-IoTの活用により、人手をかけ
ることなくデータの自動収集が可能にな
る。生産効率が上がればコスト削減だけ
ではなく、後継者不足に悩む農業従事
者の負担を減らすこともできるだろう。
　また、都市のスマート化にもNB-IoT

が本領を発揮する。例えば、カメラによ
る交通の監視をセンサーに置き換え、道
路や信号に設置したセンサーで車の動
きを一定間隔でモニタリングして渋滞状
況を監視し、そのデータを元に信号の切
り替えを自動化するといったことも可能
になる。雨や雪など天候のデータもあわ
せて集積し、ビッグデータ解析により渋
滞を先読みした信号制御も行えるように
なる。自動車の自動運転の実用化のため
にも、道路を取り巻くさまざまな環境
データの自動収集・解析は必須のものと
なる。場所を選ばないNB-IoTなら、都
市の多様な条件下でセンサーを設置し、
データを収集することができる。
　一方、B2B用途だけではなく、コン
シューマー向け製品へのNB-IoTの展開も
期待できる。現在市場で販売されている

腕時計型のスマートウォッチでは、アプ
リケーションの利用やスマートフォンとの
データ同期を行うため電池の寿命は1日
程度と短く、普及を阻害する要因となっ
ている。LTEや3G通信に対応した製品も
あるが、通信頻度が多ければ半日程度
で電池を使い切ってしまう。しかし、通
信にNB-IoTを利用し、体温や心拍数、
身体の急な動きといった人体データの計
測や、GPSと組み合わせた位置情報の
発信といった機能に絞れば、実質的に
充電不要で単体通信可能な「スマートな
腕時計」となる。今後はWi-FiやBlue-

t o o t hだけではなく、用途に応じて
NB-IoTで通信を行うウェアラブル製品
も増えていくだろう。

　欧州を中心に各国でNB-IoTの商用
サービスが始まっているが、導入の事例
が多いのがスマートパーキングだ。ボー
ダフォン（Vodafone）がスペインのマド
リードで、チャイナユニコム（中国聯通）
が中国の上海ですでにサービスを開始し
ている。駐車場の各駐車スペースの地面
や天井に設置された車両センサーが車
の出入りをチェック。そのデータを
NB-IoTを通じて収集し、スマートフォンア
プリに反映させる。車の運転者は街中を
探しまわることなく、アプリの画面で空き

スペースを容易に見つけられ、モバイル
ペイメントと組み合わせれば予約や支払
いもスマートフォンで完結できる。消費
者にとってこの上なく便利なソリュー
ションだ。同時に、駐車場を運営する業
者側は駐車場の空きを減らし、収益向
上につなげられる。
　また、水道、電気、ガスなどの検針や
漏えい検知を自動で行うスマートメー
ターも、NB-IoTの活用が有望なアプリ
ケーションだ。水道ではオーストラリア
や中国の深圳市、電力ではポルトガル
で、商用サービスや実証試験が行われ
ている。日本でも昨年、メーター製造の
大手である愛知時計電機がファーウェイ
との技術検証を開始した（P29参照）。
　2020年の商用化を目指す5Gでは、大
量のデータを瞬時に送信受信できる高
速通信に加え、一度に接続できる機器
の数も飛躍的な増加にも対応する。完
全自動運転車（ＡＶ）の実用化において
必須である低遅延レスポンスの実現にも
5Gが求められている。増加し続けるIoT

機器の大量接続に対応するNB-IoTは、
5Gのアプリケーションの1つとしても注
目されている。
　標準化と実証試験の段階を終え、今
年から世界中で本格的な導入が進んで
いくNB-IoT。本連載ではそのさまざまな
活用事例を紹介しながら、すべてがつな
がる未来に着々と近づいていく過程を
追っていきたい。

あらゆるモノをつなげるIoT。その実現にはさまざまな手段がありますが、いま注

目されているのが、携帯電話のネットワークを活用したIoT向け通信規格の1つ

であるNB-IoTです。規格の標準化が完了し、2018年には多くの分野で商用化

が進むことが期待されています。携帯電話研究家としてフィーチャーフォンから

スマートフォン、2Gから4Gへとモバイル通信を追いかけてきた山根康宏氏が、

5Gの到来とともにNB-IoTがもたらす“つながった”未来を、世界各国の導入事例

を紹介しながら探っていきます。

サムソナイトとボーダフォンによる、NB-IoT
モジュールを組み込んだスーツケース。これ
なら荷物の紛失の心配もなくなる

中国のシェア自転車大手ofo（オッフォ）は
チャイナテレコム（中国電信）とファーウェイ
との協業でスマートロックにNB-IoTを活用

山根康宏 やまね やすひろ

香港を拠点とし、世界各地で携帯端末の収集とモバイル
事情を研究する携帯電話研究家・ライター。1,500台超の
海外携帯端末コレクションを所有する携帯博士として知ら
れるが、最近では通信技術やIoTなど広くICT全般へと関
心を広げ、多岐にわたるトピックをカバーしている。『アス
キー』『ITmedia』『CNET Japan』『ケータイWatch』など
に連載多数。

つなぐことで、これまでに実現できなかっ
た豊かな生活を提供しようとしている。 
　世界中の通信やIT関連の展示会では
こうした接続されたモノたちが、具体的
に人々の生活をどのように便利にしてく
れるかという展示が年々増えている。数
年前までは概念や絵空事だったIoTが、
今では商用化されたモノやサービスとし
てその姿をしっかりと見せている。
　例えば、歯ブラシの動きや回転数をモ
ニターし正しい歯磨きを教えてくれるス
マート歯ブラシや、赤ちゃんが飲むミルク
の温度や飲ませる角度を記録し日々の子
育てをサポートするスマート哺乳瓶など、

　気が付けば身の回りにはインターネッ
トにつながるものがあふれるようになって
いる。話しかけるだけで情報を回答して
くれるスマートスピーカーや、遠隔地か
ら照明の電源をコントロールできるス
マートホームなど、モノとモノがつながる
本格的なIoT時代を迎えている。
携帯電話の登場は人と人をつなぎ、ス
マートフォンが現れると人と情報をリア
ルタイムで接続することを可能にした。
そして今、IoTは人とモノ、モノとモノを
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各国で商用化が進む
スマートパーキングや
スマートメーター

これまで外部とつながることすら考えら
れなかった日常の製品が次 と々ネットに
つながり、情報収集と解析、ユーザーへ
のアドバイスを行ってくれる。展示会取
材を繰り返し、SF映画の世界が現実の
ものになるような光景を目の当たりにす
ると、IoTの無限の可能性が肌で感じら
れるのである。
　かつて、海に出た漁師は港に戻って
からその日に取った魚を売りさばかなく
てはならなかった。しかし、携帯電話に
よって、漁の直後から市場と価格交渉
をすることが可能になった。やがてス
マートフォンを持つことで、相場の確認
や売り先の新規開拓も容易になった。さ
らに、IoTの普及が進めば、その日の天
気や海水温から漁の出来を予測し、船
のコンディションを常時監視することで
燃料切れやエンジントラブルを未然に防
いでくれるだろう。IoTは一過性のブー
ムではなく、スマートフォン登場の次に
来る、コミュニケーション革命を引き起
こすものになるのだ。

　IoTの普及は消費者の目に直接触れ
ない部分から始まり、いつしか身の回り
のあらゆるモノがインターネットに接続
されている、そんな時代を迎えるだろう。
IoTが当たり前のものとなる数年後には、
何もかもが自動化され、日常生活はいま
よりもさらに便利で快適になる。

　朝目覚めれば、ベッドのセンサーが身
体の動きを察知してキッチンのコーヒー
メーカーの電源を入れてくれる。なかな
か布団から出られなくても、腕時計で計
測した健康状態や睡眠状態から、部屋
のオーディオ機器がクラッシックやポッ
プスなど目覚めに最適な音楽を選択して
くれる。リビングに移動すると、大画面
TVにさまざまなデータが表示されてい
る。昨日までの電力や水道の利用量から
今月はやや使いすぎであることを確認。
玄関のドアの開閉記録を見ると、長男が
深夜に門限を破ってこっそり帰ってきた
様子――あとでひとこと言わなければ。
ペットの犬は明け方に1時間ほど散歩し
た後に戻り、いまは庭の犬小屋ですやす
やと寝ているようだ。出勤時間まではあ
と30分あるが、今朝は渋滞が激しいと警
告が出ているため、いつもより早めのバ
スに乗ったほうがいい。会社付近の降水
確率は40％なので傘は持たなくても済み
そうだ。
　バス停でバスを待っているとスマート
フォンに通知。水道水のろ過フィルター
が詰まり気味なのでオンラインで自動発
注したというお知らせだった。駅に着き、
電車の各車両の混雑率をスマートフォン
でチェック。朝のラッシュ時は100％以上
の混雑だが、ふと次の通勤特急の指定
席を見ると、自分が乗車する駅から空席
が1つ空くようだ。すかさず予約して座席
を確保、これで都内までは座って行ける。
会社の最寄り駅で下車すると予想に反
してにわか雨が降ってきたが、駅にある
シェア傘をスマートフォンで予約して利
用すれば濡れずに済む。
　将来の朝の生活像だけを見ても、IoT

が生活を豊かなものにしてくれることが
わかるだろう。しかし、その恩恵を受ける
のは消費者だけではない。道路の混雑
緩和やバス運行のコントロール、自動注
文による発注タイミングの解析から製品

生産スケジュールへのフィードバックな
ど、物流や生産現場、都市活動などあ
らゆる業種に利益をもたらしてくれるの
である。

　Gartnerによると、インターネットに接
続する端末やモノの数は2016年の63億
8,000万台から2017年には3割増となる
84億台に、そして2020年にはその約2.5

倍となる204億台になると予測されてい
る。身の回りを見ても、市場にはすでに
ネット接続機能を持った家電などが数
多く販売されている。だがほぼすべての
製品がWi-FiやBluetoothを内蔵したも
ので、ネットへのアクセスにはWi-Fiルー
ターやスマートフォンが必要になる。
　すでにスマートフォンやコンピュー
ターは24時間ネットへの常時接続が当
たり前になっており、情報やデータを絶
え間なく収集することが可能だ。一方、
データを取得・発信するモノの方は、現
時点では完全な常時接続を実現できて
いない。あらゆるモノがネットに常時接
続され、あらゆる場所からデータが取得
できるようになれば、それこそが真のビッ
グデータを生み出し、大きな社会利益を
もたらすだろう。すべてのモノがつながる
時代のIoT機器には常時接続性が必須
であり、そのためには単体でネットにアク
セスできる仕様が求められる。

　Wi-FiやBluetooth、あるいはZigbee

やZ-Waveといった近距離通信に替わり
注目を集めているのがL P W A（L o w  

Power Wide Area Network）である。
最大の特長はその名の通り低消費電力
であること、また長距離の通信が可能で
あることだ。さらには通信モジュールも

数百円程度と安価で、IoT製品への組み
込み用途に向いている。
　M2M向け用途としては、セルラー回
線を利用するLTE Cat.1やCat.0といっ
た規格が過去に制定されたものの、モ
ジュールの価格が下がらず普及は進ま
なかった。それに対して免許不要の周
波数帯域 I S M（ I n d u st r y  S c i e n ce  

Medical）バンドを使うSigfox、LoRaと
いったLPWA技術が登場し、ここ1～2

年で普及が広がっている。どちらも通信
速度は100bps～数10Kbpsと遅いが、
IoTでは少量のデータを長期間にわたっ
てやりとりする場合がほとんどで、高速
で大容量の通信は必要とされない。一
方、月額100円程度という低コストは

大きな武器になる。
　この2つの方式に対して、セルラー回
線を利用する規格として新たに登場した
のがNB-IoTである。LTEの周波数を利
用するため、SigfoxやLoRaのように新た
にネットワークを構築する必要はない。
N B - I o Tは通信方式の標準化機関
3GPPにより2016年にCat.NB1として制
定された規格であり、既存のLTEネット
ワーク設備のアップグレードで展開でき
る。すなわちすでにLTEのネットワークを
構築していれば、その全エリアで
NB-IoTの利用が可能になるのだ。スペ
インやドイツ、シンガポールなどNB-IoT

の商用サービスを開始している国の多く
で、国内全土がカバレッジエリアとなっ
ている。
　NB-IoTも通信速度を抑えることで超
低消費電力を実現している。180kHzと狭
い帯域幅を使い、速度は上り15.6kbps、
下り21.2kbps。通信モジュールは単3

電池2個で10年間利用できるとされる。
また、電波の到達範囲が広いことも強み
だ。そのため、これまで電力供給や電池
交換の問題から設置できなかったモノ
や、電波が届きにくくネットワークに接続
できなかったモノ、例えば小型のウェア
ラブル機器や山奥の川沿いに設置する

水位センサーなどにもN B - I o Tのモ
ジュールを搭載できるのだ。昨年策定さ
れたリリース14の規格では、電力消費を
抑えたまま通信速度を100kbps以上に
向上し、ファームウェアの更新など比較
的大きなデータのやりとりにも対応でき
るようになった。
　NB-IoTは既存のLTE回線を使うた
め、回線提供は主に既存の通信事業者
となる。長年にわたりセルラーネットワー
クの運用実績のある通信事業者が回線
を提供することから、ネットワークの安定
性や信頼性は高い。NB-IoTを使ったビ
ジネスを展開する業者は、回線部分につ
いては通信事業者に任せ、サービス提
供に専念することができる。通信料金も
安く、海外の通信事業者の中には、日本
円で月額100円台の低価格なプランをい
ち早く登場させたところもある。低コス
ト、低消費電力、広いカバレッジに加え、
信頼できるネットワークを利用できると
いう4つのアドバンテージをNB-IoTは
持っているのだ。

　NB-IoTの商用化は2018年から世界で
本格化すると見られている。ハードウェア

ベンダーによるNB-IoTのチップセットや
モジュールが出揃い、通信事業者側も
新たな収益源としてサービス展開を図ろ
うとしている。NB-IoTを利用したサービス
は中国で成功しているシェア自転車のよう
に、異業種とのコラボレーションによる新
たなマネタイズの可能性も秘めている。
　NB-IoTの活用先として最も期待され
ているのが、計測・制御機器などのセン
サーへの搭載だ。温度、湿度、騒音、振
動、CO2濃度計など、すでに多くのセン
サーが工場内や地域に設置されネット
ワークに接続されている。だが、Wi-Fiや
Bluetoothを経由するため、収集した
データはセンサー単体ではクラウドへ送
信できず、別途ネットワーク環境が必要
となる。さらには電源も必要だ。消費電
力の少ないBluetooth LEならコイン型
電池で2年程度寿命が持つ製品もある
が、電波の伝達距離は長くても数メート
ル。しかも距離が延びれば消費電力も上
がってしまう。
　これに対してNB-IoTの場合、LTEのカ
バレッジエリア内であれば単体で通信が
でき、別途Wi-Fi環境も必要ないため、
あらゆる場所に設置が可能となる。しか
も乾電池で数年以上駆動するのでメンテ
ナンスも実質的にフリーだ。河川の水位

監視といったセンサーの設置が困難な場
所への展開や、マンホールの防犯・安全
監視のように設置するにはコストの見合わ
なかった場所への応用なども可能になる。
　NB-IoTの展開は農業などスマート化
には遠い存在だった第一次産業の改革
ももたらしてくれる。土壌環境や雨量の
計測、あるいは家畜の健康状態の監視
など、NB-IoTの活用により、人手をかけ
ることなくデータの自動収集が可能にな
る。生産効率が上がればコスト削減だけ
ではなく、後継者不足に悩む農業従事
者の負担を減らすこともできるだろう。
　また、都市のスマート化にもNB-IoT

が本領を発揮する。例えば、カメラによ
る交通の監視をセンサーに置き換え、道
路や信号に設置したセンサーで車の動
きを一定間隔でモニタリングして渋滞状
況を監視し、そのデータを元に信号の切
り替えを自動化するといったことも可能
になる。雨や雪など天候のデータもあわ
せて集積し、ビッグデータ解析により渋
滞を先読みした信号制御も行えるように
なる。自動車の自動運転の実用化のため
にも、道路を取り巻くさまざまな環境
データの自動収集・解析は必須のものと
なる。場所を選ばないNB-IoTなら、都
市の多様な条件下でセンサーを設置し、
データを収集することができる。
　一方、B2B用途だけではなく、コン
シューマー向け製品へのNB-IoTの展開も
期待できる。現在市場で販売されている

腕時計型のスマートウォッチでは、アプ
リケーションの利用やスマートフォンとの
データ同期を行うため電池の寿命は1日
程度と短く、普及を阻害する要因となっ
ている。LTEや3G通信に対応した製品も
あるが、通信頻度が多ければ半日程度
で電池を使い切ってしまう。しかし、通
信にNB-IoTを利用し、体温や心拍数、
身体の急な動きといった人体データの計
測や、GPSと組み合わせた位置情報の
発信といった機能に絞れば、実質的に
充電不要で単体通信可能な「スマートな
腕時計」となる。今後はWi-FiやBlue-

t o o t hだけではなく、用途に応じて
NB-IoTで通信を行うウェアラブル製品
も増えていくだろう。

　欧州を中心に各国でNB-IoTの商用
サービスが始まっているが、導入の事例
が多いのがスマートパーキングだ。ボー
ダフォン（Vodafone）がスペインのマド
リードで、チャイナユニコム（中国聯通）
が中国の上海ですでにサービスを開始し
ている。駐車場の各駐車スペースの地面
や天井に設置された車両センサーが車
の出入りをチェック。そのデータを
NB-IoTを通じて収集し、スマートフォンア
プリに反映させる。車の運転者は街中を
探しまわることなく、アプリの画面で空き

スペースを容易に見つけられ、モバイル
ペイメントと組み合わせれば予約や支払
いもスマートフォンで完結できる。消費
者にとってこの上なく便利なソリュー
ションだ。同時に、駐車場を運営する業
者側は駐車場の空きを減らし、収益向
上につなげられる。
　また、水道、電気、ガスなどの検針や
漏えい検知を自動で行うスマートメー
ターも、NB-IoTの活用が有望なアプリ
ケーションだ。水道ではオーストラリア
や中国の深圳市、電力ではポルトガル
で、商用サービスや実証試験が行われ
ている。日本でも昨年、メーター製造の
大手である愛知時計電機がファーウェイ
との技術検証を開始した（P29参照）。
　2020年の商用化を目指す5Gでは、大
量のデータを瞬時に送信受信できる高
速通信に加え、一度に接続できる機器
の数も飛躍的な増加にも対応する。完
全自動運転車（ＡＶ）の実用化において
必須である低遅延レスポンスの実現にも
5Gが求められている。増加し続けるIoT

機器の大量接続に対応するNB-IoTは、
5Gのアプリケーションの1つとしても注
目されている。
　標準化と実証試験の段階を終え、今
年から世界中で本格的な導入が進んで
いくNB-IoT。本連載ではそのさまざまな
活用事例を紹介しながら、すべてがつな
がる未来に着々と近づいていく過程を
追っていきたい。

上海ですでに商用化されているスマートパーキング。地中に埋め込まれたセンサーが車の出入りを検知し、スマー
トフォンのアプリで利用時間や料金を確認できる

1
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ポルトガルでは4 . 5 Gネットワークを利用した
NB-IoTスマート電力メーターの実証試験が進む

　オーストリアのスタートアップBeeAnd.meは、ミツバチの巣箱にNB-IoTのセンサーを取り付けてハチの状態や環境に関するデータを収集・分析し、養蜂家をサポートする
試みに取り組んでいる　　ロケーショントラッカーとして腕時計にNB-IoTモジュールを搭載した中国移動の試作端末　　　温湿度、騒音、大気質などの環境データ収集
や緊急警報、広告、電気自動車の充電機能なども付いたスマート街灯、いっぱいになったら収集を知らせるスマートゴミ箱など、NB-IoTはスマートシティの実現にも有用

つなぐことで、これまでに実現できなかっ
た豊かな生活を提供しようとしている。 
　世界中の通信やIT関連の展示会では
こうした接続されたモノたちが、具体的
に人々の生活をどのように便利にしてく
れるかという展示が年々増えている。数
年前までは概念や絵空事だったIoTが、
今では商用化されたモノやサービスとし
てその姿をしっかりと見せている。
　例えば、歯ブラシの動きや回転数をモ
ニターし正しい歯磨きを教えてくれるス
マート歯ブラシや、赤ちゃんが飲むミルク
の温度や飲ませる角度を記録し日々の子
育てをサポートするスマート哺乳瓶など、

　気が付けば身の回りにはインターネッ
トにつながるものがあふれるようになって
いる。話しかけるだけで情報を回答して
くれるスマートスピーカーや、遠隔地か
ら照明の電源をコントロールできるス
マートホームなど、モノとモノがつながる
本格的なIoT時代を迎えている。
携帯電話の登場は人と人をつなぎ、ス
マートフォンが現れると人と情報をリア
ルタイムで接続することを可能にした。
そして今、IoTは人とモノ、モノとモノを

B2BのみならずB2C展開も
設置場所を選ばないNB-IoT

1 2 3 4
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　ファーウェイはCSR活動の柱に「ICT人材の育成」を据え、
2008年から世界中の学生を深圳本社に招く研修プログラム
「Seeds for the Future」を実施している。2016年末までに96
か国から2,700人が参加した。ファーウェイ・ジャパンも2015年
から実施し、3回目となる2017年は8～9月に開催し、20人の学
生が参加した。
　Seeds for the Futureは約2週間のプログラムで、本社で
のICT研修では、ICTの基礎知識やネットワーク、最新動向を
学んでもらうとともに、ファーウェイ製品を使っての実習なども
行われる。このほか、北京での中国語研修や書道体験、深圳
にある世界最大の「電脳街」（電気街）の視察などを通して、中
国文化を体感する。海外の学生とともに学ぶのも特徴で、
2017年はニュージーランドの大学生10人と研修が行われた。

　さらに、参加学生たちは国内外で起きている社会課題に対
し、ICTでどのように貢献できるかを考え、提案することが求め
られている。帰国後の9月11日に開催された報告会では、参加
学生20人が5チームに分かれ、チームごとに研修での学びや
社会課題を解決するアイデアを発表した。
　多くの学生が刺激を受けたのが中国で急速に普及した
「シェアサイクル」だ。利用者は、スマートフォンのアプリで近
くにある自転車を検索し、QRコードを読み込むなどしてロッ
クを解除。利用後はどこでも乗り捨て可能だ。決済を含め、

スマートフォンだけで完結する手軽さが受け、都市部で急拡
大した。滞在中、学生たちもシェアサイクルを利用し、街中に
足を延ばした。
　こうしたシェアサイクルに触発されたチームは、日本の放置
自転車に目を付け、廃棄される自転車をシェアサイクルとして
生まれ変わらせるアイデアを発表。代表の学生は、「日本では
放置自転車のうち約40万台がそのまま廃棄され、撤去費用を
回収できずに赤字になっている」とし、「地方のコンビニは駐輪
場が広く、駐輪場として活用できるのではないか。盗難防止の
ため、追跡システムを搭載し、行政や通信事業者などと連携で
きれば実現可能性は高まる」と話した。
　このほか、一人暮らしの高齢者向け健康管理アプリ「ヘルス
ウォッチ」、キャンパス内で利用できる「レンタル傘」システム、
認知症の徘徊対策のための位置情報アプリ、ICTを利用した
物流の効率化など、学生らしい自由なアイデアが提案された。
　報告会に列席した文部科学省科学技術・学術政策局人材
政策課課長補佐の米田梓氏は「社会が激変するなか、官民が
連携して、新たな価値を生み出すことに挑戦している。若い皆
さんも夢に向かい、チャレンジし続けてほしい」と激励した。

　日本は2007年、世界で初めて総人口のうち65歳以上の

高齢者が21％を超える「超高齢社会」を迎え、2016年の高齢
化率は27.3％（3,459万人）に上った。同時にICTが急速に発展
するなかで、高齢者のデジタルデバイドの問題が指摘されて
いる。自然災害などによる被害・犠牲者の7～8割が高齢者だ
が、情報へのアクセスは、生活の利便性を高めるだけではなく、
非常時の「命綱」にもなる。
　そこで、ファーウェイ・ジャパンは2017年4月から、早稲田大
学総合研究機構の岩﨑尚子教授が理事長を務めるNPO法人
国際CIO学会（東京・新宿）の高齢社会のデジタルデバイドを
解消するための調査・研究を支援している。同学会は新宿区と
横浜市と提携し、高齢者向け「スマートフォン教室」を開催し、
約60人が参加。スマートフォンが普及するためには何が必要
かを探った。さらに早稲田大学の学生約300人も関連の授業
に参加し、高齢者のデジタルデバイドの解決方法を考えた。
　スマートフォン教室では、スマートフォンの機能を「目」や
「耳」に例えながら説明するとともに、2人1組となって、実際に
ファーウェイの製品を使ってもらった。地図アプリを起動し、行
きたい場所を音声入力すると、現在地からの経路や所要時間
が画面に出る。触れる前は「使ってみたいが、何となく不安」と
話していた参加者も、体験後は
「ボタンを押すだけなので簡単
で楽しい」と嬉しそうだ。
　岩﨑教授は「スマートフォンを
通じて社会との接点が増える
が、普及させるには安全安心の
確保と社会参画（e-Inclusion）
への動機づけも必要だ。高齢者
を含むすべての人にとって、ICT

が当たり前になる社会づくりを目
指したい」と語った。

■ 若者が社会課題を解決するICT活用を議論

高齢者約60人がスマートフォンを
初めて体験した

ベルギーで開かれた
ファーウェイ・サステ
ナビリティ・サロン&
カンファレンス

ファーウェイ製品を
使って通信をつなぐ
実習なども行われた

報告会では、チームに
分かれ、社会課題を
解決するICTの活用方
法を発表

Seeds for the Futureに参加した学生20人は、ニュージーランドからの学生とともの最新のICTについて学んだ

　ファーウェイは「より“つながった”世界」の実現を目指し、ICT（情報通信技術）を活用した社会
課題の解決を支援している。ファーウェイ・ジャパンは中国・深圳本社で行われる研修プログラム

「Seeds for the Future」を通じて、参加した学生に対し、ICTでどのように社会課題を解決
できるのかを考える機会を提供している。さらに2017年4月からは、高齢社会のデジタル・デ
バイド（情報格差）解消に向けた調査・研究を支援している。

ICTで課題を解決し、
社会に価値を生み出す

ファーウェイ・ジャパン サステナビリティ・レター
― 私たちができること ―

この記事は雑誌『オルタナ』51号（2017年12月18日発売）に掲載されたものです

　ファーウェイは10月11～12日、CSR Europeとの共催で、
「第3回ファーウェイ・サステナビリティ・サロン＆カンファレンス」
をベルギー・ブリュッセルで実施した。テーマは「SDGs（持続可
能な開発目標）を達成する方法としてのICT」だ。11日に実施さ
れたサロンには、40人が参加。参加者は産業界、非営利団体、
政策担当者などで、目標11の「住み続けられるまちづくりを」に
焦点を当て、都市の課題を解決するために、ICTをどのように活
用していくかについて議論した。デジタル社会におけるスマート
シティに関するヨーロッパの政策について発表されたほか、
都市の課題解決のためにICTを活用するには誰がどのように
牽引すべきかなどについて議論された。
　12日にはよりオープンな討議の場としてのカンファレンスを

実施し、100人を超える参加者があった。ファーウェイはEU各
国のICT分野の成熟度とSDGsの達成度を評価しその関連性
を探った「EU ICT ベンチマーク・レポート」を発表した。

SDGsをテーマに「サステナビリティ・サロン＆カンファレンス」を共催TOPICS

■ 高齢者の安全と生活の向上を
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A. はい、1990年代半ばから中国国外の市
場開拓を開始し、南アフリカには1999年
にオフィスを設立しました。当時はまったく
無名の企業だったので、通信事業者のお
客様から最初の契約をいただくまで6年も
かかりました。その後、お客様や地域社会
との信頼関係を構築しながら成長を続け、
2015年には通信インフラの市場シェア1位
となりました。いまでは国内の80％以上の
人 に々なんらかの形でサービスを提供して
います。また、ヨハネスブルグにはアフリカ
南東部の28か国を統括する地域オフィス
もあり、ファーウェイのアフリカでの事業で
の重要な拠点となっています。

A. この大会は南アフリカにとって非常に
大きなイベントでした。ファーウェイは国
内の主要通信事業者を支援し、期間中
全64試合を通じ、9都市にある10か所の
スタジアムと12か所の特設会場、メディ
アセンターで安定した通信を実現しまし
た。半年前からプロジェクトチームを立
ち上げ、シミュレーションや緊急対応プ
ランの立案、ネットワークの評価と最適
化、設備の検証に集中的に取り組んだ結
果、音声通話やTwitterへのアクセス、モ
バイル端末でのライブ視聴などにより大
量の通信が発生したにもかかわらず、通
信事業者各社は会期中一度も障害を起
こすことなくサービスを提供し続けること
ができました。この経験は、お客様から確
固とした信頼を得る機会となりました。

A. 昨年は、MTNとクアルコムとの協業に
より、4x4 MIMOによる4.5Gネットワークの

トライアルと、LAA（Licensed Assisted 

Access、免許不要の周波数帯を利用し
たLTE）の商用化をアフリカで初めて実
現しました。MTNとは2016年にアフリカ
初のNB-IoT導入事例としてスマート水
道メーターにおいても協業しており、ス
マート冷蔵やU B I（U s a g e  B a s e d  

Insurance、利用ベース保険）などへの
活用も進めています。また、ヨハネスブル
グ・ミッドランド地区にあるボーダコムの
オフィス敷地内でもNB-IoTネットワーク
を展開しています。
　産業向けソリューションにおいても、
現地企業との協業を強化しています。
ファーウェイが世界8都市に展開する
オープンラボの1つが、ヨハネスブルグ
にも昨年4月に開設されました。パブ
リックセーフティとスマート電力を重点
領域とし、2016年に電気通信郵便サー
ビス省の協力のもとで開設したCSIC

（Customer Solution Innovation & 

Experience Center）とあわせて、さま
ざまな業界をリードする企業とともに各
産業に特化したソリューションを開発・
検証し、オープンな共同イノベーション
を推進しています。

A. 他の多くの国 と々同じく、南アフリカの
人々のほとんどが携帯電話でインターネッ
トにアクセスしていますが、スマートフォン
普及率は50％ほどで、まだまだ伸びしろ
があります。ファーウェイは2015年以来
国内スマートフォン市場シェア第3位で、

ミドルレンジとハイエンドの端末でブラン
ド力を高め、2016年にはPシリーズと
Mateシリーズの年間売上が前年比87％
増と大きく成長しました。各国のファー
ウェイの中でも、南アフリカはスマート
フォンの売上で上位を占めています。
　また、昨年12月にはファーウェイ独自
のアプリストアを南アフリカ向けに立ち
上げ、自社端末にプリインストールする
計画を発表しました。これにより、現地の
アプリ開発を促進し、ローカルの良質な
アプリやコンテンツを求めるユーザーの
ニーズに応えることを目指しています。

A. 安定した通信ネットワークを提供す
るというコア事業を通じて国内の人々を
つなげてきたほか、世界各国での実績を
背景に、他国でICTがいかに経済成長を
促進しているかという成功事例を政府
関係者やお客様と共有し、デジタル変
革を後押ししています。とりわけ現在は、
企業がさまざまなサービスをより多くの
人々に効率よく提供できるよう、クラウド
活用の推進に注力しています。

A. デジタルデバイド解消のためにも、南
アフリカでは優れたICT人材の育成が急
務です。ファーウェイはグローバルで実施
しているI C Tトレーニングプログラム

世界1 7 0か国以上で事業を展開する
ファーウェイ。このコーナーではその中か
ら毎回1つの国を取り上げ、各国の通信
事情や市場の動向、ファーウェイの事業
展開や社会貢献活動について、現地の
広報部員に聞きます。

「HUAWEI Seeds for the Future」に加え、
業界の研修機関や企業パートナーとの協
力のもと、さまざまな人材育成の取り組み
を進めています。企業や大学と連携して
ICT人材育成を推進するMICT SETA 

（Media, Information and Communication 

Technologies Sector Education and 

Training Authority）とのプログラムで
は、5年間で1,000名の大学生にICTト
レーニングを提供しています。また、ツワ
ネ工科大学と実施するHAINA（Huawei 

Authorized Information and Network 

Academy）は昨年最初の修了生を輩出
し、修了式ではファーウェイと当社の
パートナー5社がその場で採用面接を行
いました。
　こうした取り組みの成果として、ファー
ウェイ南アフリカは2016年から2年連続
でトップエンプロイヤーインスティテュー
トにより「トップエンプロイヤー」に選ばれ
ています。雇用条件や労働条件、人材開
発への注力などから総合的に判定される
もので、若者の失業率が低迷を続ける南
アフリカにおいて積極的な採用で雇用を
創出するとともに、成長を促す報酬・評価
制度や研修プログラムで人材育成に尽
力してきたことが高く評価されました。
　ファーウェイは20年近くにわたり、幅
広いステークホルダーとの協業を通じ、
南アフリカの人々をつなげてきました。
今後はさらに人とモノ、モノとモノをつな
げ、デジタル変革を推進するとともに、
国境を超えたアフリカのICTハブとして
の同国の発展を支えていきます。

Q. 南アフリカはファーウェイが最初
に進出した海外市場の1つですね。

Q.  重要なマイルストーンとして、
2010年のFIFAワールドカップ南
アフリカ大会でのネットワークサ
ポートがあります。

Q. 都市部とそれ以外の地域とのデジ
タルデバイドに対してはどのような
取り組みを行っていますか。

Q. 主なCSR活動について教えてく
ださい。

Q. 近年はネットワーク分野でいくつか
の「アフリカ初」を達成していますね。

Q. 端末市場の状況はどうですか？

HUAWEI Global
Nodes & Links

世界の
ファーウェイから

設　　立
所 在 地
従業員数

1999年
ヨハネスブルグ、ケープタウン、ダーバン
約1,000名、うち60％が現地採用（2017年12月現在）

：
：
：

ファーウェイ・南アフリカ

南アフリカの通信事情
固定電話加入者数・普及率 ： 356万人・6.6％
携帯電話加入者数・普及率 ： 7,665万人・142.4％
インターネット普及率（利用者ベース） ： 54.0％
固定ブロードバンド加入者数・普及率 ： 153万人・2.8％（ITU調べ、2016年現在）
主要通信事業者 ： テルコム（Telkom）、ネオテル（Neotel）、ボーダコム（Vodacom）、
　　　　　　　　MTN、Cell C

ファーウェイ南アフリカ　渉外・広報本部　広報マネージャー
ヴァナシュリー・ゴヴェンダー（Vanashree Govender）

今回登場するのは…

大学でジャーナリズムを専攻後、SABC（国営放送）、CNBCアフリカな
どのTV・ラジオ局で経済・金融ニュースのプロデューサー、アンカー、
記者として20年以上の実績を積む。2017年1月にファーウェイに入社。
ジャーナリスト時代の経験と人脈を活かし、メディアや政府、お客様や
パートナー企業など幅広いステークホルダーと関わりながら、取材する
側からされる側へと立場を変え、企業広報として日々新たな学びが
得られることにやりがいを感じている。

1 2 3

■MICT SETAとの提携によるプログラムの修了生たち。就職後すぐに現場で役立つ知識と経験を身につけられる研修内容となっている　■積極的な雇用と人材育成の取り組みが
評価され、2016年から2年連続で「トップエンプロイヤー」に選ばれている　■毎年開催されるファーウェイファミリーデーには従業員の家族も多数参加し、多国籍の現地社員と
中国人社員が交流を深める

1 2

3

ICTの発展を通じて人と国の成長を支える

ファーウェイ
南アフリカ

南アフリカ
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　ファーウェイのチップセット部門であるハイシリコンが開発し
たチップセット『Kirin 970』。TSMC（台湾セミコンダクター・マ
ニュファクチャリング・カンパニー）の10nmプロセスを採用し、
わずか1cm2ほどのスペースに、8（オクタ）コアCPU、12（ドデカ）
コアGPU、デュアルISP（Image Signal Processor）に加え、モ
バイル端末として初めてNPU（Neural Network Processing 

Unit）を集積し、これまでにないパフォーマンスとエネルギー効
率を実現しました。
　『Kirin 970』はNPUと独自のAI専用モバイルコンピューティン
グプラットフォームによって、AI演算では『Cortex-A73』クアッ
ドコアの約25倍の性能、50倍の電力効率※1を発揮します。
『Cortex-A73』『Cortex-A53』からなるCPUも電力効率が
20％向上※1、GPUには業界に先駆けて『Mali-G72』を採用し、
前世代と比べて画像処理性能が20％、電力効率が50％向上※1

しています。

ますます広がる豊富なラインナップ。
ファーウェイ・ジャパンの端末最新情報をご紹介します。

性能と電力効率を大幅に向上
世界初のAIプロセッサー搭載スマートフォン

安全な超急速充電と大容量バッテリー
スマートなリソース管理でインテリジェントパワーを実現

バージョンアップしたLeicaのダブルレンズカメラと
AIのコラボレーションでさらに進化した撮影機能

高速で安定した通信と多彩な機能

　『HUAWEI Mate 10 Pro』はこの革新的なチップセットによって、
少ない電力消費で処理速度と応答性を大幅にアップし、高速で軽
快な動作を実現。さらに使用状況に応じて最も効率的なモードを
予測し、パフォーマンスを最適な状態に保ち続けます。また、クラ
ウドベースのAIからは独立して端末側で処理を行うため、プライバ
シーも保護されます。

　AIはバッテリーの持ちにも貢献しています。ユーザー挙動の学
習に基づくインテリジェントなリソース配分により、電力の無駄を
最小限に抑え、バッテリー持続時間を最大化。4,000mAhの大容
量バッテリーは、ヘビーユーザーで1日以上、平均的なユーザー
で約2日間の連続使用が可能です。
　また、約20分の充電で丸1日使える※2超急速充電技術は、ドイ
ツの第三者認証機関テュフ ラインランドによる充電技術の認証を
世界で初めて取得。-33～55℃の環境下での充電試験をはじめ
とする5種の信頼性試験に合格し、安全を確保しています。

2017年12月1日、ファーウェイのスマートフォンで最上位
グレードに位置する「Mateシリーズ」の最新機種として、
『HUAWEI Mate 10 Pro』を発売しました。世界で初めてAI

プロセッサーを搭載し、18:9のFHD+（2160×1080）6インチ
ディスプレイで、機能面でもデザイン面でも新たなユーザー
体験をもたらす新世代スマートフォンの全貌をご紹介します。

2017年12月8日発売
市場想定売価37,800円（税抜）
世界的なオーディオブランドである米国ハーマン社のHarman Kardonが
サウンドチューニングを施し、優れたエンターテイメント性を実現する『M』
シリーズタブレットの最新モデル。耐水・防塵対応で、フルセグで地デジも
楽しめる10.1インチタブレットです。

『HUAWEI
MediaPad
M3 Lite 10 wp』

2017年10月12日発売
市場想定売価53,800円（税抜）
光の屈折でさまざまな表情を見せる美しいガラスボディが特長の『honor』
シリーズの最新機種。人間工学に基づいた設計で手のひらにやさしく
フィットします。ローライトに強いハイクオリティなダブルレンズカメラや、
独自の音響効果（HUAWEI Histen Audio Algorithm）など、若い世代に
求められる機能が満載です。

『honor 9』

2017年12月8日発売
市場想定売価42,800円（税抜）
左右対称のデザインに、メタルユニボディと2.5D曲面のガラスを採用し、
デザイン性と持ちやすさの両方を実現。5.9インチのFHD+ワイドディス
プレイを搭載しながら、高い画面占有率で片手でも扱いやすいサイズに。
アウトカメラに加え、インカメラにもダブルレンズを搭載しています。

『HUAWEI
Mate 10 lite』

　ファーウェイとLeicaが共同開発したダブルレンズカメラは、
2016年に初めて『HUAWEI P9』に初めて搭載されて以来、スマー
トフォンカメラの常識を覆してきました。『HUAWEI Mate 10 Pro』
では、開口部F1.6とバージョンアップしたレンズに、2,000万画素
モノクロセンサー、1,200万画素RGBセンサー、光学手振れ補正
機能を搭載し、より多くの光を取り込み、夜間撮影でも明るく細
部まで表現できる高い描写力を実現しています。
　加えて、AIチップセットによってインテリジェントな撮影も可能にな
りました。あらかじめ1億枚に及ぶさまざまな画像をインプットするこ
とで、13種類の被写体やシーンをリアルタイムで識別し、被写体の
特徴や属性に基づいて、色、コントラスト、明るさ、露出などのパラ
メーターを自動で最適化。被写体の動きを予測してブレも防ぎます。
　さらに、AIが画像のデータキャッシュからポートレートを識別し、
背景ぼかし効果の範囲を調整。ダブルレンズのアウトカメラはも
ちろん、シングルレンズのインカメラによるセルフィーでも、プロ
フェッショナルな背景ぼかし効果が楽しめます。

　カメラ機能だけでなく、スマートフォンとしての通信機能も進化
しています。デュアルSIM仕様で2枚のSIMカードがどちらも4Gお
よびVoLTEに対応。同時待ち受けが可能となり、メインとサブの
SIMカードで同レベルの高速通信と高品質な音声通話を提供し
ます。インテリジェントなセルサーチとハンドオーバー技術で、移
動中でも安定した通信が可能です。また、低音量の通話やノイズ
の多い通話もAIによる環境ノイズキャンセル機能でクリアに聞き
取りやすくなっています。
　プリインストールされた翻訳アプリは、AIプロセッサー上での処
理により、テキスト、音声、画像を50以上の言語にリアルタイムで
翻訳。PCモードで簡単にディスプレイに接続できるうえ、マルチ
ウィンドウでPCに劣らぬユーザビリティを実現します。

※1
※2
当社試験基準に基づく測定結果。
当社試験基準に基づく測定結果。試験環境：温度25℃、相対湿度45～80％。
HUAWEIスーパーチャージ充電器を使って、電池残量1％からLTE待受け状態で
充電した結果。

ついに登場！
A Iプロセッサーを搭載した
待望の新世代スマートフォン
『HUAWEI Mate 10 Pro』

『HUAWEI Mate 10 Pro』
市場想定売価89,800円（税抜）
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2017 . 11 . 15 ～ 16
ヒルトン東京で開催された日本イーエスアイ
のユーザー交流イベント『PUCA 2017 - ESI 
Users’ Forum Japan』に協賛し、ものづく
り企業のバーチャル環境での製品エンジニ
アリングを支えるHPCソリューションを紹介

2017 . 11 . 20
ファーウェイ本社が発行したサステナビリ
ティレポートに日本での取り組みの紹介を加
えた『2017 サステナビリティ・ブック』を発行

2017 . 11 . 28 ～ 12 . 1
ヒューリックホール＆ヒューリックカンファレン
スで開催された日本ネットワークインフォメー
ションセンター主催の『Internet Week 
2017』に協賛、会場でコーヒーブースを提供

2017 . 12 . 7
WIDEプロジェクトと慶應義塾大学SFC研
究所次世代NSPコンソーシアムが、ファー
ウェイのSD-WAN（Software Defined 
WAN）のソリューションを用いたSD-WAN
の多角的評価に着手

2017 . 12 . 8
TKP渋谷カンファレンスセンターで開催さ
れた『オープンソースカンファレンス2017.
Enterprise』に協賛

2017 . 12 . 12
パートナーの日商エレクトロニクス主催によ
る『中国ITトレンドセミナー』において、法人
ビジネス事業本部マーケティング本部長 
張偉（ジャン・ウェイ）がファーウェイのビ
ジョンや品質への取り組みなどについて講演

2017 . 10 . 18
御茶ノ水ソラシティで開催された『Scality 
SDS Day 2017 Tokyo』に協賛、サーバー製
品を展示したほか、法人ビジネス事業本部
ソリューションセールスマネージャー水戸部
章生が「高信頼サーバーと高速NVMeSSD
で実現する、ワンランク上のScalityプラット
フォーム」をテーマに講演

2017 . 10 . 26
水道・ガスメーターの製造で長年の実績を
持つ愛知時計電機と水道検針へのNB-IoT
活用に向けた技術検証を開始、香川県高松
市で開催された『高松水道展2017』で自動
検針などのデモを実施

2017 . 11 . 1
東京大学  本郷キャンパス で開催された
『MPLSジャパン』において、キャリアソリュー
ションセールス部ソリューションセールスマ
ネージャー 長谷川 幹夫が「SD-WAN導入
の実際」をテーマに講演

　11月2日、NTTドコモと横浜みなとみら
い21地区において、4.5GHz帯を用いた
マクロセル環境で、5Gネットワーク向け無
線インターフェース「5G New Radio（NR）」
に近い技術を用い、高信頼低遅延通信
（URLLC）に焦点を当てた屋外実証実験
を行いました。12月7日には、ドコモが東
武鉄道との協力により構築した「5Gトライ
アルサイト」において、28GHz帯を用い、
東京スカイツリーに設置したファーウェイ
の実験用無線基地局と、東武鉄道浅草
駅ビル屋上に設置した携帯電話端末に
相当するファーウェイの移動局装置との
間で、1kmを超える長距離伝送で受信時
最大 下り4.52Gbps／上り1.55Gbpsの
超高速通信を実現しました。

5G商用化に向けた実証実験を実施
その他の主なニュース

2017 . 11 . 15
欧州最大の自動車メーカーであるグループ
PSA（Groupe PSA）とコネクテッドカー分野
における長期的なパートナーシップを締結

2017 . 11 . 15
エディンバラ大学と、5Gネットワークを介
したAIロボティクスシステムの可能性に関
する研究で協力することに合意

2017 . 11 . 16
英国のEEと、5Gにおける上り・下り通信の
ディカップリングに関するPoCに成功

2017 . 11 . 16
BT（ブリティッシュテレコム）とともに、ケンブ
リッジ大学に2,500万ポンド（約37億150万
円※）を投資する共同研究グループを設置

2017 . 11 . 16
スペイン・バルセロナで開催された『スマー
トシティエキスポ世界会議2017』に出展、
ファーウェイのソリューションを導入した中
国・深圳市がスマート交通プロジェクトで
「セーフシティ」賞を、サウジアラビアの港
湾都市ヤンブーがスマートシティプロジェ
クトで「データ＆テクノロジー」賞を受賞

2017 . 12 . 3
中国浙江省烏鎮で開催された『第4回世界
インターネット会議』において、ファーウェ
イの商用前5Gシステムが「World Leading 
Internet Scientific and Technological 
Achievements（世界インターネット科学
技術における功績賞）」を受賞

2017 . 12 . 5
OpenStackベースのクラウドOS『Fusion
Sphere』をボーダフォン・グループに提供
し、グローバルなSDN/NFVプロジェクトを
支えるサプライヤーに

2017 . 12 . 11
アイルランド・ダブリン大学トリニティカ
レッジと動画分析等の分野における研究
で提携することを発表

2017 . 9 . 15
オランダ・アムステルダムで開催された国際
放送機器展「IBC 2017」において、ドイツテ
レコムの子会社Tシステムズと共同で、ドイツ
テレコムのパブリッククラウドサービス『オー
プンテレコムクラウド』上で、ソニーのMedia 
Backbone Hiveの商用提供が可能となった
ほか、米ハーモニックのVOS™メディア処理
プラットフォームが実装されたことを発表

2017 . 9 . 26
ファーウェイのIoT接続管理プラットフォー
ム『OceanConnect』が、英国の金融情報・
調査会社IHSマークイットが発表した「IoT 
CMP Platforms Scorecard」において、
リーダーと評価されたことを発表

2017 . 9 . 27
インターブランドの「Best Global Brands 
2017」で 70位にランクイン、ファーウェイの
ブランド価値は前年比14％増の約66億7,600
万米ドル（約7,531億円※）と2桁成長を達成

2017 . 11 . 3
オープンソースのコンテナ管理ツール
Kubernetesにおいて新たに設立された
ステアリングコミッティーのメンバーに就任

2017 . 11 . 5
オーストラリア・シドニーで開催された『Open
Stackサミット』で発表された最新のOpen
Stackユーザー調査において、OpenStack
ユーザーが選ぶクラウドベンダーでトップに

　ファーウェイは11月15～16日、モバイ
ルブロードバンド技術と産業エコシステ
ムに関する年次イベント「グローバルモバ
イルブロードバンドフォーラム」をGSMA・
GTIとともにロンドンで共催しました。
昨年の日本での開催に続き8回目を迎え
た今年のフォーラムでは、世界各国の移
動体通信事業者、垂直産業、標準化団
体、業界団体を代表する1,400人以上の
リーダーを招き、NB-IoT、5Gなどの最先
端技術で新たなサービスとビジネスを創
出する方策について議論しました。
　基調講演には、NTTドコモ、ボーダ
フォン、ソフトバンク、ドイツテレコム、BT

などの大手通信事業者のほか、P&G、
ABBロボティクスなどデジタル変革を推
進する企業のエグゼクティブが登壇しま
した。展示フロアでは、NB-IoTのスマー
トファクトリー分野への活用で協業する
東芝デジタルソリューションズなど、エコ
システムパートナーによるソリューション
も数多く紹介されました。

グローバルモバイルブロードバンド
フォーラムをロンドンで開催 その他の主なニュース

ファーウェイ本社およびファーウェイ・
ジャパンの最新情報は、当社ウェブサイト
をご覧ください。

※1米ドル＝112.81円で換算（2017年9月27日現在）

※1ポンド=148.06円で換算（2017年11月17日現在）

ファーウェイ・ジャパンの企業情報を発信
する公式Facebookアカウントもあわせて
ご覧ください。

　ファーウェイは会期中、同社のワイヤレ
スXラボによる低空域でのドローン活用に
向けてパートナーと進める「デジタルスカ
イ計画」（写真　）や、ホワイトペーパー
『5Gで最も有望なユースケース トップ10

（Top Ten 5G Use Cases）』を発表。また、
ボーダフォンとともに標準化前の5Gネット
ワークを介した遠隔運転試験を欧州で初
めて実施した（写真　）ほか、新世代の5G

対応携帯基地局などの最新技術を披露
しました。

　またソフトバンクとは東京都内の赤坂エ
リアで、4.5GHz帯を用い、高層ビルなど
の遮蔽物があるフィールド環境での電波
伝搬特性、高速移動時のハンドオーバー、
Massive MIMOやMultiUser MIMOなど
の要素技術を用いた超高速ブロードバン
ド通信やコアネットワークの動作などを検
証する実証実験を開始しています。
　ファーウェイは今後も通信事業者とと
もに、2020年までに5G商用化を実現する
ための取り組みを着 と々進めていきます。
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11月9～11日に東京・お台場の日本科学未来館で開
催されたNTTドコモ主催の展示イベント『見えてきた、
“ちょっと先”の未来』では、5Gミリ波対応ユーザー宅内
機器を用いた共同デモを日本初披露
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中国・深圳のファーウェイ本社では、東京ディズニーランドの4倍を超える200万㎡もの広大な敷地に、
約4万人の社員が働いています。本社社員はそこで日々どんな生活をしているのでしょうか？ ある若手
社員の密着取材を通じてお伝えします。

ファーウェイ・ピープル

深圳のファーウェイ本社で働く社員の1日を追いながら、本社キャンパスの様子をご紹介します。

Theme

ファーウェイ社員の1日＠深圳本社

湖南省出身、1990年生まれ。北京航空
航天大学卒業、北京大学大学院修了。
2014年7月に新卒としてファーウェイに
入社、端末製品向けチップセットの開発
に携わる。入社から3年、最先端の技術
に関わりながらエンジニアとして成長す
るとともに、チームリーダーを務めるよう
になるなど責任も増し、日々の仕事にや
りがいを感じている。

ファーウェイ
端末チップセット研究開発管理部
エンジニア

熊志天 （シォン・ジーティエン）

キャンパスの敷地内と3kmほど離れた地区にファー
ウェイが提供する社員用住宅がありますが、熊は深
圳市が市内で働く優秀な人材に手頃な家賃で貸し
出す市営住宅「人才房」に住んでいます。「家賃は月
1,000人民元（約1万7,000円※）、50㎡の2LDKで、
1人暮らしには十分な広さ。快適で気に入っています」

起床

ランチももちろん、いろいろ選べる社員食堂で。「故郷の湖南は辛い
料理で有名です。今日もスパイシーな麺料理にしました」キャンパス
内には各エリアに食堂がありますが、昨年オープンしたこのフード
コートスタイルの食堂には吉野家も入っており、幅広いメニューとお
しゃれな雰囲気で人気を博しています。

社員食堂で昼食

中国では昼寝の習慣が根づいており、ここ
ファーウェイ本社でも急いで食事を済ませる
と、長めの昼休みに簡易ベッドで仮眠をとる
人がほとんどです。「昼寝をすると午後はすっ
きり元気に仕事ができます。日本の皆さんに
もおすすめですよ」この時間帯のオフィスは
照明を落とし、電話も鳴らずとても静かです。

昼寝

キャンパス内には数か所にillyコーヒー
のカフェがあり、社員の憩いの場兼ミー
ティングスペースとなっています。「社
員のIDカードは微信支付（WeChat 
Pay）などのモバイルペイメントとひも
づけられるので、社食やカフェでの支
払いに便利です。キャンパス周辺のお
店やレストランでも利用できます」

休みの日には愛車で郊外へドライブに。写真も趣味の1つです。「友人と映
画を見たりランチをしたり、近場でゆっくり過ごすことも多いです」大の日本
好きでもあり、先日も両親と一緒に京都旅行に訪れたばかり。「日本のエン
ジニアとも仕事をしたことがありますが、技術に対する厳しい目と高いプロ
意識に“匠の精神”を感じました」

カフェでちょっとひといき

大学院修了後、外資系企業・中国企業含め複数の企業から内定を得てい
たという熊。「グローバルなICT業界のリーダーであること、実家のある湖
南省から本社が近いことから、ファーウェイを選びました。別の会社に就
職した学生時代の友人からは、成長のチャンスがあってうらやましい、いい
決断をしたと言われます」ファーウェイで働きたいという友人も多く、これま
で3名ほどかつてのクラスメートを紹介し、いまでは同僚となっているそう
です。「変化の激しいコンシューマー向け端末製品に関わる研究開発で
は、お客様の要望に迅速かつ柔軟に応えることが求められます。毎日忙し
く、プレッシャーも大きいですが、チームワークで困難を乗り切ったときに
はやりがいを感じます。僕のキャリアはまだ始まったばかり。この先長い道
のりなので、日々の生活を楽しみながらがんばっていきたいです」

定時で退社できる時は、キャンパス内の社員向け福利厚生施設が集
まるエリアにある体育館で、バドミントンを楽しみます。本社の社員
の間では適度な運動量とゲーム性でバドミントンが人気。部の大会、
部門の大会、全社大会など頻繁にトーナメントが開かれるそうです。
「ちょうど部門大会の予選を通過したところで、練習に励んでいます」

社内の体育館でバドミントン

「仕事が長引きそうな日は夕食も社員食堂で済ませますが、今日は
気分を変えて外食です」健康のために、徒歩で40分ほどかけて帰宅
することも多いとか。

キャンパスの近くで夕食、帰宅

朝からオープンしている社員食堂で朝食を取りま
す。「中国では朝食をしっかり食べる人が多いです
ね。お粥や饅頭、麺類など、朝食メニューも豊富。
今朝のチョイスは中国のパン・焼餅（シャオピン）、
卵、豆乳、飲むヨーグルトです」

社員食堂で朝食

シャトルバスで出勤
社員用住宅からはもちろん、ファーウェイ社員が多く
入居する人才房からもキャンパスまでのシャトルバ
スが出ています。渋滞がなければ20分ほどで到着。
「天気の悪い日や帰宅が遅くなりそうな日には、愛車
で通勤することもあります。深圳では環境対策として
ガソリン車用のナンバープレートの発行数を制限し
ているのですが、昨年宝くじ並みの確率と言われる
抽選に運よく当たり、自家用車を購入できたんです！」

仕事開始

07：30

08：10

07：50

08：30

12：00

13：30

13：00

15：00

18：00

18：30

19：30

朝のチームミーティングの後、業務開始。「コンピュー
ターに向かう時間が長く、ミーティングもホワイト
ボードの前に集合してさっと済ませることが多いです」

キャンパス内は移動のためのバンが巡回していますが、本数が限ら
れているうえ、18時台で終了してしまいます。そこで活躍するのが、
中国では欠かせない生活インフラとなっているシェア自転車。路上に
たくさんのシェア自転車が駐輪されており、エリア間の移動に重宝さ
れています。「深圳は暑い日が多く、自転車だと汗だくになってしまう
のが難点（笑）。でも急いでいる時には便利です」

キャンパス内をシェア自転車で移動

午後の業務開始

休日は友人とドライブ 楽しみながら日々成長

※1人民元＝17円で換算
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　学生時代、夏休みに実家から近い深
圳の工場でアルバイトをしていた際、周り
に日本企業が数多くあり、キャリアのため
に日本語を身に付けたいと考え始めまし
た。大学のある武漢は日本語学習が盛ん
で、独学で勉強しました。それでも山形に
来た当初はほとんどしゃべれず、ホームス
テイなどを通じて日本の生活に溶けこん
で徐々に上達しましたが、少し山形なまり
があるかもしれません（笑）。
　地方の日本企業に勤めていたので、転
職直後は東京とファーウェイのスピードに
付いていくのが大変でした。大学での専
門を生かせるものの、製品知識など新しく
学ばなければならないこともたくさん。2年
目からは韓国の物流チームもサポートす
るようになり、日韓を毎月行き来していた
時期もありました。最近はチームリーダー
としての責任も負うようになり、新人研修
も担当します。忙しい毎日ですが、日本の
サプライヤーの方々や日本人社員と、中国
本社とをつなぐパイプの役割を果たせるこ
とに大きなやりがいを感じています。

伝統的な歌舞で祝う3月3日の歌の祝日
（撮影：Qing ying）

秦 超群（チン・チャオチュン）
デリバリー＆サービス本部　サプライチェーンマネジメント事業部　エンジニア
高校卒業まで貴港市で過ごし、湖北省武漢市の大学に進学して物流管理を学ぶ。
日本政府の留学生招致プロジェクトに応募して山形大学へ留学、ものづくり技術
経営学を専攻する。山形県内の精密機器メーカーに就職後、中国市場進出の
サポートや生産管理、出荷管理に3年間携わる。中国事業が軌道に乗ったのを機に、
より自分のスキルを活かせる仕事がしたいと上京し、2014年10月にファーウェイに入社。

漫遊中国

「蓮の街」と呼ばれる貴港市内には多くの池があり、夏には蓮の花が咲き乱れる

　いよいよ創刊8年目に入ったHuaWave。
今年最初のFeature Storyは、VRの可能性を
探りました。当事者の視点を獲得するという下
川原氏の考え方には深くうなずかされるものが
あり、企業コミュニケーションに携わる者として
普段から受け手の視点を意識してきたつもりで
したが、取材後はよりいっそう「本当に読者の皆
様の視点に立てているか」を自問するようになり
ました。これを機に、今年もHuaWaveでは皆様
に楽しみ、役立てていただけるようなコンテンツ
をお届けできるよう、ますます精進してまいりま
す。引き続きご愛読いただければ幸いです。

編集後記

HuaWave編集部（huawave@huawei.com）

「歌の民族」が暮らす「蓮の街」

広西チワン族自治区貴港市
こう      せい き          こう        し

こ   ほく  しょう  ぶ    かん   し

　広西は中国最大の少数民族チワン
族の自治区で、私自身もチワン族です。
チワン族は「歌の民族」として知られてお
り、山歌（シャンクー）と呼ばれる民謡は
美しく韻を踏んだチワン語で人々の生活
を表現しています。旧暦の3月3日は歌の
祝日とされ、大勢で合唱するイベントが
各地で開催されます。また、手の込んだ
模様を刺繍した民族衣装も有名です。
　貴港市は人気の観光地・桂林より少
し南にある山の多い小さな都市で、街
じゅうにたくさんの蓮の花が咲いている
ことから「荷城（フーチェン）＝蓮の街」と
いう別名を持っています。近年は沿岸部
の地価や人件費が上がったことで多くの

企業が生産拠点を内陸に移しており、
貴港も経済発展が進んできました。区の
首府である南寧市と広東省広州市を結
ぶ高速鉄道も2年ほど前に開通し、年に
1度の帰省がだいぶ楽になりました。

　亜熱帯気候の広西は、マンゴーや竜
眼（ロンガン）、ライチなどの果物が豊富
に採れるほか、サトウキビの産地でもあ
ります。蓮の街・貴港ではレンコンも名物
で、炒めものにしたり、スペアリブや豆と
合わせて煮込んだりします。
　主食は米で、炊いたり炒めたりする
ほか、お粥やビーフン、餅、ちまきなど
いろいろな料理にします。私の好物は、
タニシで取ったスープにスパイスをふん
だんに加え、ビーフンを煮込んだ螺蛳粉
（ルオスーフェン）。日本人には奇抜に
思えるかもしれませんが、タニシはいい
出汁が出るんですよ。酸味と辛さとスパ
イスの複雑な香りが食欲をそそります。
米でできた薄い皮で具材を包んで蒸し
た巻包粉（ジュエントンフォン）も故郷の
味です。

経済活動すべてを
デジタルに支える
アリババのエコシステム

　中国のインターネット企業の代表格、
アリババとテンセントは、それぞれECと
SNSを中核にモバイルペイメントや配車
サービスなど幅広いビジネスを手がけて
います。中国では生活のあらゆる側面に
両社のサービスが深く入り込んでおり、そ
の全貌をつかむのは容易ではありません。
　アリババを例に、同社がどれほど多様
なサービスを提供し、どんなエコシステ
ムを形成しているのかを見てみましょう。
まず主力事業のEC分野だけでも、取り
扱う商品や販売形態ごとに多岐にわたる
プラットフォームがあります（下記参照）。

　こうしたECサイトのほか、アリババは
配車サービスの『滴滴出行（ディー
ディーチューシン）』、シェア自転車の
『ofo（オッフォ）』、フードデリバリーの
『餓了么（アーラマ）』といったシェアリン
グエコノミー型サービスにも出資してお
り、昨年は街中の商店を同社の小売プ
ラットフォームでサポートする『天猫小
店（ティエンマオシャオディエン）』の展
開を開始するなど、オフラインの世界に
も進出しています。
　同社のサービスを含め中国国内のほ
ぼあらゆる商取引で利用されているの
が、モバイル決済サービス『支付宝（ア
リペイ）』です。これを提供するのはアリ
ババの子会社、螞蟻金融（マーイージン
ロン）。アリババのさまざまなサービスの

江蘇省

浙江省

四川省

北京

広東省

江西省

陝西省

上海上海
河南省

広西チワン族
自治区

貴州省貴州省貴州省貴州省

「歌の祝日」には
民族衣装で大合唱

タニシの出汁が決め手の
名物ビーフン

山形から上京して驚いた
東京とファーウェイのスピード

中国・深圳のファーウェイ本社社員が伝える、デジタルなトレンドに見る中国の「いま」
『WinWin』（ファーウェイ刊）エディター　米雪苹（カイラ・ミー）

デジタルで変わる中国

経営陣のメッセージから

ファーウェイ独自の経営理念を象徴する経営陣の言葉をご紹介します。

深圳近郊にあるファーウェイの工場を視察した任は、そこで働く従業員に
向けて、品質を追求することの重要性を説きました。

品質を高めるために投資を惜しんではならない。
重要なのは成功することであり、節約ではない。
高品質の実現こそが我々の事業の本質であり、
それには高いコストがかかるものだ。
ファーウェイ創業者兼CEO　任正非（レン・ジェンフェイ）
（2017年、ファーウェイの工場スタッフに向けたスピーチより）

個人経営の小規模な商店をリニューアルし、仕入か
ら販売までをアリババがサポートする『天猫小店』。
昨年から1年間で100万店の展開を目指している

螺蛳粉（左）と巻包粉

なんねい

※1人民元＝17円で換算
『天猫（ティエンマオ）』
企業がオフィシャルなオンラインストアを出店する
ECストア

『淘宝（タオバオ）』
個人が出店できるECストア

『天猫超市（ティエンマオチャオシー）』
生鮮品や日用品を扱う
オンラインスーパーマーケット

『聚劃算（ジューファスァン）』
購入者が増えるほど価格が下がる共同購入サイト

『閑魚（シェンユー）』
メルカリのようなフリマサイト

『閑魚拍売（シェンユーパイマイ）』
古美術品や高級ブランド品を扱うオークションサイト

『淘宝房産（タオバオファンチャン）』
住宅売買のECサイト

『資産交易（ズーチャンジャオイー）』
裁判所や税関が差し押さえた資産や行政が所有
する資産の競売サイト

利用履歴から信用スコアを算出する評価
システム『芝麻信用（ジーマシンヨン）』、
そのスコアに基づく仮想クレジットカー
ドサービス『花唄（ファーベイ）』も同社
のサービスです。昨年11月11日のオン
ラインショッピングイベント双十一では
天猫の総取引額が過去最高の1,682

億人民元（約2兆8,594億円※）に達し、
そのうち1,000億人民元（約1兆7,000

億円※）分が花唄を利用して支払われ
ました。
　ECやO2Oの支払い手段として決済やク
レジットサービスを提供し、信用スコアの
向上をインセンティブに消費をさらに喚起
する――アリババが構築するエコシステム
は、経済活動全体を支えていると言えま
す。昨年は、農村地域のECサポート拠点
『農村淘宝（ノンツンタオバオ）』が農村の
経済支援のための産地直送販売を開始
したほか、螞蟻金融が上述の3サービスを
活用して病院の診察費を後払いできるし
くみを試験運用するなど、エコシステムは
さらに拡大を続けています。
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